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第1章 背景と目的 
（１）背景 
日本の地域経済を支えてきた中小企業の多くは、大企業の下請けの立場で収入を得て、雇

用を作り、税収を上げていた。ところが、国際競争の激化と円高の煽り等を受けて、大企業

が下請け業務を海外企業に移すなど、下請けとしての立場だけでは安定的に収益を得るこ

とが困難な状況となっている。 
これからは中小企業であっても、自らの技術を権利化し、それを活用することで、新市場

を切り拓いていくことが求められるが、もっとも、獲得した権利を収益化するためには、量

産体制の確立、販路開拓に加えて、これを実現する資金等が必要であり、下請けだった中小

企業がこれらを備えていることはごく稀である。 
そこで、必要とされる量産体制、販路、資金などを既に保有する大企業と対等なビジネス

パートナーとなることが事業化を加速する現実的な解となるが、この理想的なパートナー

候補を選定することもまた中小企業にとっては大きな困難を伴う。闇雲に大企業に売り込

むことは効率性を欠き、体力のない中小企業には実施が困難な状況にある。 
また、理想的なパートナー候補が見つかったとしても、中小企業がその技術を不用意に大

企業に売り込むと、意図せざる技術の流出を招来し、却って中小企業等の競争力を失わせる

ことを助長しかねない。 
 

（２）目的 
 上記背景から、本実証研究事業は、 
① 中小企業の知的財産を分析することによって、効果的かつ効率的に理想的なパー

トナー候補を抽出する手法を確立する 
② 円滑・適切なマッチングを実現するため、マッチングの際の留意点等をとりまとめ

るとともに、マッチング支援の在り方について検討する 
ことを目的として実施した。 

 
（３）事業期間 

平成 29年 10月 6日から平成 30年 3月 30日まで 
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第２章 事業実施方法 
（１）事業スケジュールの決定 
契約締結後速やかに事業スケジュール（案）を確定した。事業実施の状況によってスケジ

ュールは変動したが、11月までにレポート 100社分作成の目途をつけ、12月からマッチン
グに進んだ。 
また、下記の点に留意しながら事業を実施した。 
 

図表 1 事業スケジュールに関する留意点への対応 
留意点 対応 

有識者等との意見交換の時期、頻度、相談

項目は事業目的に沿った適切なものであ

るか。 

 時期と頻度：事業開始前、レポート作成中、マッチング

開始前後など事業進捗上の節目で実施 

 相談項目：有識者の知見に合わせて相談内容を検討して

実施 

有識者等の指摘や助言等に基づいて、レ

ポート内容の改善を図ることができるス

ケジュールとなっているか。 

 事業開始前、レポート作成中に意見交換を実施したた

め、その指摘や助言等に基づいてレポート内容の改善を

図りながら事業を実施 

マッチング支援（実証研究）の実施成果に

基づいて、レポート内容の改善を図るこ

とができるスケジュールとなっている

か。 

 レポートを作成しながら随時企業からのフィードバック

も得ながらレポートの改善を図る 

 
（２）パートナー抽出手法の検討及び手法のとりまとめ 
知的財産（主として特許）の分析を通じて、パートナー候補となり得る大企業の抽出手法

について検討し、その分析結果を示す様式として「マッチング・レポート」（以下、「レポー

ト」という。）を検討・作成することとした。 
その具体的方法として、イノベーションリサーチ株式会社（以下、「IR 社」という。）が

提供する知的財産情報分析手法を採用し、IR 社に分析・パートナー候補企業候補抽出・レ
ポート作成を委託することとした。IR 社の分析手法を用いたレポートの採用を決定した際
の留意点は下記の通りである。 
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図表 2 IR社のレポートを採用した際の留意点とその理由 
留意点 IR社選定の理由 

マッチング候補を効果

的に選定できるもので

あるか。 

 中小企業と大企業の特許情報のマッチングの程度から、まずは類似した取

り組みを実施している大企業が選定されるというロジックで候補を洗い出

し、そこからの候補の絞り込みまで考えられたレポートであった 

多くの中小企業で利用

可能な汎用性を持った

ものであるか。 

 中小企業やベンチャー企業の場合は 1件しか特許を有していないこともあ

り、それでも分析が可能なレポートであった 

 また、技術動向調査・市場調査の目的や、本業強化・横展開といった事業

戦略策定目的でも使えるレポートであった 

中小企業やその他利害

関係者のニーズを十分

に踏まえたものである

か。 

 中小企業にとっては自社向けのレポートにカスタマイズできることが主な

ニーズと考えられた 

 その他利害関係者として特許庁があるが、特許庁の補助メニューとして今

後採用が検討される際の重要観点としてコストがあり、既存のレポートに

比べて安価であることが重要なニーズと考えられた 

現実のビジネスに定着

し得る作成コストに抑

えられているか。 

 中小企業が市場調査等に支払うことのできるコストは限られており、でき

る限り安価（しかし内容もある程度は重視）なことが重要であり、本レポ

ートはそのニーズに合致していると考えられた 

 
IR 社のレポートの概要は以下の通りである。①特許明細情報のキーワードの類似性から

パートナー候補企業（レポート内では「マッチング候補企業」と表記）を抽出して出力する

「レポート」と、②特定の技術に関する出願や競合の状況が出力され、技術動向をつかむこ

とができる「技術動向レポート」の 2つのレポートが企業ごとに作成可能である。また、そ
のバックデータとして、分析に用いた特許の情報をリスト化した「全件要約リスト」も提供

可能である。全件要約リストは、パートナー候補企業の特許情報全文へのリンク先を整理し

ているため、パートナー候補企業の技術開発状況を把握するうえで有益である。 
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図表 3 IR社が提供する「レポート」の出力イメージ 

 

 
図表 4 IR社が提供する「技術動向レポート」の出力イメージ 
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 レポートの作成ロジックについては次のとおりである。 
 
ア．技術動向分析レポート 
 まず、マッチング希望企業の保有技術や、今後のマッチングによって展開させて行きた

い業界や用途などをヒアリングした。そして、展開させて行きたい業界や用途の情報を、

特許検索式に落とし込み、その検索結果に当たる特許情報を CSVファイルとしてダウン
ロードし、個別に分析を行った。この検索からデータダウンロードまでの作業は、

PatentSQUARE（パナソニック社製）を用いて行った。データ分析処理は、IR社が構築
した社内分析システムを用いて行った。 
 検索対象範囲は、2006年 1月 1日以降を出願日とする、日本の公開特許公報、特許公
報、登録実用新案公報とした。これは、マッチング先を検討するには、最近の企業動向が

重要であり、それに比べ古いデータは重要度が低いため、公開されている 10年分に限定
してデータを分析するという趣旨である。 
 検索式は、特許分類である FI記号、Fターム、そして発明の名称、要約、特許請求の
範囲、明細書中に含まれるキーワードの組み合わせにより作成した。マッチングに好適な

企業探索という趣旨に鑑み、なるべく母集団データが広めになるよう心掛け、後述（下記

イ）するレポート作成工程を経るため、関連性の低い出願などノイズデータがあったとし

てもマッチング候補選定に大きく影響しない点と、コストを抑える点から、目視などを使

ったノイズ除去は行っていない。母集団の件数は、分析システムの処理能力から、3,000
件から 50,000件の範囲とした。実際の案件では、おおむね、10,000件から 30,000件の
ものが多かった。 
 この母集団データを基に、分析システムにより、各種集計をし、レポートに掲載した。

行った集計は以下のとおりである。 
 
1. 出願人別出願件数ランキング 
2. 出願人別出願件数累計推移 
3. 出願人別ポジションマップ 
4. 母集団全体のステータスごとの件数 
5. 母集団全体の出願件数推移 
6. 母集団全体のうち外国に出願した件数 
7. 母集団全体のうち拒絶査定不服審判のあった件数 
8. 母集団全体のうち分割出願のあった件数 
9. 母集団全体のうち早期審査請求のあった件数 
10. 母集団全体のうち無効審判請求のあった件数 
11. 外国に出願されたものの国別ランキング 
12. 外国に出願した出願人ランキング 
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13. 拒絶査定不服審判のあった出願人ランキング 
14. 分割出願のあった出願人ランキング 
15. 早期審査請求のあった出願人ランキング 
16. 出願人別の主な共同出願人 
17. 母集団における FI記号の構成比 
18. 母集団における FI記号の構成比推移 
19. 最近外国出願もあった出願リスト 
20. 異議申立のあった出願リスト 
21. 無効審判請求のあった出願リスト 
22. 被引用回数の多かった出願リスト 
 
以上から、マッチング希望企業が展開していきたい業界、用途における大まかな動向を

把握できる情報提供を行った。 
 
イ．マッチング・レポート 
 そもそも、現状の中小・ベンチャー企業（以下、「中小企業等」という。）起点によるビ

ジネスマッチングは、縁故あるいは勘を頼りに進めていく他、有望な手立てが一般的に見

当たらない。そこで、マッチングを進めていく両者の技術課題に共通性がある場合であれ

ば、話が進めやすいのではないかと思い至った。以下、その着想のもとにレポートの構成

を検討した。 
 まず、レポートの母集団データは、技術動向分析レポートと共通である。そして、マッ

チング希望企業における技術課題キーワードをヒアリングにより、10～20ワード程度を
目安にピックアップした（下図）。技術課題キーワードとは、自社の強み技術がもつ技術

課題を端的に表したキーワードのことを言う。なお、技術開発にあたっては、特性や信頼

性、大きさ、コストなど、そのすべてを完全に解決する技術は一般になく、常に何かの課

題と向き合いながら開発を進めていくものであるため、強み技術といえども課題がない

ということは考えにくい。 
この技術課題キーワードのピックアップにあたり、キーワード数が不足する場合には、

同社の特許出願から、明細書中の「発明が解決しようとする課題」部分をとり出し、その

キーワードをテキストマイニング抽出の上、マッチング希望企業に選定してもらうとい

う工程を挟み、万全を期した。 
 なお、技術課題キーワードについては、類義語や特許明細書上使われやすい別表現など

も考慮して最終確定させている。 
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図表 5 「技術動向レポート」と「レポート」の作成工程の全体像 

 
 
 次に、選定された 10～20ワードが、母集団中の企業ごとに、それぞれ何件の特許出願
で使われているか、その延べ数を算出した。その対象は、特許明細書中の「発明が解決し

ようとする課題」部分である。そして、その延べ数を、各社の特許出願件数で割り、「技

術課題類似度数」として算出した。ここで、特許出願件数で割る意は、特許出願が多い企

業が有利な結果にならないための調整である。 
 この技術課題類似度数の算出により、マッチング希望企業と技術課題が近い企業を抽

出することが可能となった。また、この技術課題類似度数の算出工程により、母集団中の

マッチングに関連性の低い出願（ノイズデータ）は自ずと検討から排除される。なお、技

術課題キーワードを 10～20ワードとしているのは、それよりも多いと、多様な観点で類
似度を測ってしまうため、焦点がぼやけた結果となってしまうためであり、それよりも少

ないと、マッチングの可能性を狭めてしまう危険があるためである。 
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図表 6 「レポート」の作成工程（上図中の「図２」） 

 

 
 マッチング企業候補抽出は、分析システム処理の都合上、分析対象を母集団中の特許出

願件数上位 300社とした。そして、その 300社中において、技術課題類似度数が高い 30
社をマッチング候補企業とした。ただ、出願人としては、個人、大学、研究機関など、本

マッチング事業の趣旨（ビジネスパートナーの抽出）から離れる者もあるため、それらを

除外（1次選定）し、また、開発中止の可能性が高い出願人、すなわち、1年半の未公開
期間を除いて直近 2年間、一件も特許出願がなかった出願人を除外（2次選定）し、さら
に、開発がトーンダウンしている出願人、すなわち、1年半の未公開期間を除いて直近 5
年間で、2年連続出願件数がゼロの出願人を除外（3次選定）した。以上のスクリーニン
グを経て残った企業が、候補企業の中でも特に、可能性の高いマッチング候補企業である

とした（分析①）。 
 ただ、この方法によると、特許出願件数が数件の企業を上位に多く抽出してしまう場合

がある。そして、それは中小企業等である場合等もあり、それが必ずしもマッチング希望

企業のニーズと合わないことがある。そのため、分析①だけでなく、対象を、特許出願件

数上位 300社で、かつ、特許出願が 10件以上の者について、同様の分析を行い、技術課
題類似度数上位 30社を抽出・スクリーニングをした（分析②）。 
 さらに、大企業だけとのマッチングを希望するという場合もあり、その場合の対応とし

て、技術課題類似度数で判断せず、特許出願件数上位 30社を抽出し、スクリーニングを
した（分析③）。 
 これら 3つの分析について、説明の手順として、まず大企業から相手を探し（分析③）、
次に中堅企業を含めた候補から探し（分析②）、最後に、技術類似性が最も高いが中小企

※１）各社の技術課題類似度数＝キーワードが使われている特許出願ののべ数（特許明細書中の課題部分を対象）／特許出願件数
※２）１年半の未公開期間を除いて直近丸２年の間、一件も特許出願がなかった出願人
※３）１年半の未公開期間を除いて直近５年の間で、２年連続で出願件数がゼロの出願人

分析区分 分析対象 技術課題類似
度数（※１）

スクリーニング

一次 二次 三次

分析①
中小企業以上
とマッチング
を希望する場

合

分析②
中堅企業以上
とマッチング
を希望する場

合

分析③
大企業とマッ
チングを希望
する場合

可能性の高い
マッチング候補抽出

開発中止
がの可能
性が高い
出願人
（※２）
を除外

開発が
トーンダ
ウンして
いる出願
人（※
３）を除
外

個人・大
学・研究
機関を除
外

度数が高
い30社を
抽出

特許出願
件数上位
300社

上位300社
で、かつ、
特許出願件
数が10件以
上の出願人

特許出願
件数上位
30社

可能性の高い
マッチング候補抽出

可能性の高い
マッチング候補抽出

マッチング分析工程
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業等まで含んだ候補から探す（分析①）という流れが一般的なため、レポートのまとめ方

としては、分析③⇒分析②⇒分析①という構成とした（レポート上の表記では、それぞれ、

分析 A、分析 B、分析 C）。 
 また、実際のマッチング候補検討の際には、どのキーワードにおいて一致したのか、あ

るいは、どのキーワードを含んでいないのか、が重要であるため、どの企業がどのキーワ

ードを何件の出願において使っていたのかを可視化するグラフをレポートに挿入してい

る。 
 
【レポートの解説】 
レポート全体の構成は以下の流れとした。 

1. マッチング候補企業の抽出方法 
2. マッチング候補企業を抽出するための分析対象分野と課題キーワード 
3. 分析 A～Cにおけるマッチング候補（サマリー） 
4. 設定した母集団 30社 
5. マッチング候補企業の絞り込み 
6. マッチング候補企業のタイプ別分析 
7. マッチング候補企業ごとの合致キーワード 
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図表 7 マッチング候補企業の抽出方法 
題名 マッチング候補企業の抽出方法 

内容 

 母集団を 3つ設定し、分析を行った。 
 分析 A は、分析対象分野の企業を特許出願数順に並び替え、上位 30

社を母集団としており、大企業が中心となる。 
 分析 Bは、分析対象分野の企業を特許出願数順に並び替え、上位 300

社のうち特許出願数が 10 件以上を母集団としており、中堅企業以上
が対象となる。 

 分析 Cは、分析対象分野の企業を特許出願数順に並び替え、上位 300
社を母集団としており、中小企業以上が対象となる。 

目的 
 レポート全体を通して、分類の方法やロジックをどうマッピングした

か解説する必要があるため。 

読み方 
 分析 A、分析 B、分析 C のマッチング候補リストを閲覧する際に、3

タイプの分析結果がどのような特性を持っていたか振り返るためのガ

イドとして利用 
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図表 8 マッチング候補企業を抽出するための分析対象分野と課題キーワード 
題名 マッチング候補企業を抽出するための分析対象分野と課題キーワード 

内容 

 分析対象分野を設定し、特許庁のデータベースより該当する特許出

願数を算出した。 
 レポート作成を希望した中小企業等にて選定した課題キーワードを

基に、分析 A～Cごとにマッチング候補企業を抽出した。 
目的  分析に用いた基礎情報、ロジックの説明が必要なため 

読み方 
 自社が指定した分野、キーワードの妥当性・適切性を確認 
 「マッチング候補企業ごとの合致キーワード」と併せ、キーワード

の設定が問題ないか、確認 
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図表 9 分析 A～Cにおけるマッチング候補（サマリー） 
題名 分析 A～Cにおけるマッチング候補（サマリー） 
内容 分析 A～Cでマッチングの最有力候補として残った企業の一覧である。 

目的 
一般的に企業規模が大きくなるほど意思決定や決裁に時間を要し、迅

速な開発とならない可能性があるため、群として分けている。 

読み方 

 分析 A は大企業が中心となるため、既に中小企業等にて技術開発
が完了しており販路開拓等を希望する際のマッチング先として適

している。 
 分析 B及び分析 Cは中堅企業以下となるため、まだ中小企業等に

て製品改良を希望したり、何等か課題解決のため共同開発等を希

望する際のマッチング先として適している。 
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図表 10 設定した母集団 30社 
題名 設定した母集団 30社 

内容 

 母集団 30社について、特許出願総数及び年毎の出願傾向を数値と色
で表した。 

 分析 Aの母集団：出願件数上位 30社 
 分析 Bの母集団：出願件数上位 300社で、かつ、特許出願件数が 10

件以上の出願人において、技術課題類似度数が高い上位 30社 
 分析 Cの母集団：出願件数上位 300社において、技術課題類似度数

の高い上位 30社 

目的 
 設定したキーワードと候補に挙がった企業がどの程度技術的な類似

度が高いのか、俯瞰して確認する必要があるため 

読み方 
 マッチング候補の選定にあたって技術的な観点を時系列で企業候補

を比較検討する 

用語 
【技術課題類似度数】課題キーワードを含む公報の延べ数を、各出願人

の出願件数で割った数値。度数が高いほど類似の課題を持っている可能

性が高い。 
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図表 11 マッチング候補企業の絞り込み 
題名 マッチング候補企業の絞り込み 

内容 

 1次選定で、母集団 30社のうち、本事業の目的と合致しない出願人（大
学、研究機関、個人）を候補保留と設定した。 

 2次選定で、2014年以降の出願件数がゼロの企業は開発中止の可能性が
高い企業として候補保留と設定した。 

 3次選定で、2011年以降の出願÷全出願件数が 0.5以下、かつ、2011年
以降で 2 年連続出願件数がゼロの企業を開発がトーンダウンしている
企業として候補保留と設定した。 

 これらのスクリーニングで残った企業を最有力候補として抽出した。 
目的  ビジネスに発展しづらい要素を排除する必要があった 

読み方 

 ビジネスマッチングを希望する場合は最有力候補企業の中からマッチ

ング先を選ぶとよいが、先進的な技術開発等を目的とした場合は、1次
選定で候補保留となった大学や研究機関もマッチング先となる可能性

がある。 
 「マッチング候補企業のタイプ別分析」と「マッチング候補企業ごとの

合致キーワード」を合せて確認することにより、さらにマッチング候補

企業を絞り込むことが可能である。 
 絞り込みの考え方としては、マッチングの目的を踏まえ、近年もまだ力

を入れているか、競合ではないか、最低限踏まえたいキーワードが含ま

れているか等がある。 
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図表 12 マッチング候補企業のタイプ別分析 
題名 マッチング候補企業のタイプ別分析 

内容 

 技術課題類似度数がやや高い企業は中小企業等と異なる課題を持ってい

ると判断できるため補完型、技術課題類似度数が高い企業は中小企業等と

類似の課題を持っていると判断できるため問題解決型とした。 
 各指標に基づきマッチング候補企業をバブル図に分布させ、2011 年以降

の出願が占める割合 0.5、技術課題類似度数の相対的中央値を境にタイプ
A～タイプ Dに区分した。 

目的 

 各マッチング候補企業について、今後の提案方法を検討する指標として、

マッチング候補企業がどのような傾向にあるのかを新規事業、既存事業、

補完型、問題解決型に区分しタイプ分けした。 
 2011 年を境とし、出願が近年に集中している企業を新規事業、近年に集

中していない企業を既存事業とした。 

読み方 

 本事業では、新規事業かつ補完型(異なる課題解決のアプローチをとって
いる企業)のタイプ A であればマッチング候補先が現在も力を入れており
競合とならないことから、マッチングの可能性が高いと推察した。 

 具体的な提案においては、タイプごとの傾向も踏まえるが、マッチング候

補企業のホームページ等で企業研究を行い、ディスカッションできそうか

どうか判断する必要がある。 
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図表 13 マッチング候補企業ごとの合致キーワード 
題名 マッチング候補企業ごとの合致キーワード 

内容 

 設定した課題キーワードがどの企業の特許に合致したかを確認でき

る。 
 なお、課題キーワードは合致件数順に並べなおし、中小企業等にて合

致するキーワードは対象企業として整理した。 

目的 
 マッチング候補企業が、中小企業等にて選定した課題キーワードのう

ちどれに合致したのかを整理した。 

読み方 

 自社の注目したい課題キーワードがどの企業に合致しているか、企業

選定の際の一つの要素として活用可能。 
 前述の「マッチング候補企業を抽出するための分析対象分野と課題キ

ーワード」と併せ、課題キーワードの設定が妥当だったかどうかの検

証 
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（３）マッチング支援（実証研究）の準備 
レポートの作成対象となる中小企業等（マッチング支援を必要とする中小企業等）を 100

社程度選定し、選定された 100 社分のレポートを検討されたレポートの様式に基づいて作
成することとした。選定に関しては以下の点に留意して行った。 

 
図表 14 100社選定時の留意点とその対応 

留意点 対応 

選定理由（選定基準）や

選定手法が適切である

かどうか。 

 選定理由（選定基準）①：レポートの作成については中小企業等には負荷

があまりかからないが、マッチングディスカッションまで進むと相応の負

荷がかかるため、基本的に「本事業に関心のある企業」とした 

 選定理由（選定基準）②：同レポートの作成には少なくとも特許情報が 1

件は必要であるため、特許を 1件は有することとした 

 選定手法：上記理由から、手挙げ方式とした。そのためには広く本事業を

周知することが必要であったため、情報媒体への掲載や産業振興機関での

説明会開催等を活用した 

必要に応じて、特許庁や

有識者等から披評価企

業の推薦を受けてもよ

い。 

 上記理由から、特許庁にも業務上つながりのある産業振興機関への呼び掛

けを依頼し、有識者にも同様に呼び掛けを依頼するなど、広く周知を図っ

た 

 
100 社を選定するためには、少なくとも母集団として 300 社程度には事業概要が行き渡

る必要があると考え、以下の通りのフローで事業概要の周知を行った。 
 

図表 15 100社選定時の留意点とその対応 
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（４）マッチング支援（実証研究）の実施 
レポートを作成した 100社の中から、マッチングを希望する中小企業等を 30社程度選定

し、専門人材等を用いて、マッチング支援を実施することとした。30 社選定に関しては以
下の点に留意して行った。 

 
図表 16 マッチング支援（実証研究）実施時の留意点とその対応 

留意点 対応 

レポートを作成した 100社から複数社を選定して、少なくとも

30社のマッチング支援をアレンジする。 
 左記の通り対応した 

マッチング支援実施後に、マッチング対象企業へのヒアリング

を実施し、課題や改善点等をとりまとめる。 

 左記の通り対応しつつ、加えてア

ンケートを実施し、課題や改善点

を定量的に取りまとめた 

マッチング支援の効果を検証して、その結果を案件毎に報告書

（案）にまとめる。 
 左記の通り対応した 

報告書から得られた知見を反映してレポートを改善する。  左記の通り対応した 

マッチング支援のアレンジとは、被評価企業と被評価企業の分

析レポートで抽出された企業との面談日程の調整（抽出された

企業が複数ある場合は、マッチング先として適切な企業の絞り

込みを含む）、マッチングを側面支援する専門人材の調整、面談

の同席及び面談結果の報告書作成等を言う。 

 左記の通り対応した 

各報告書は有識者等の助言を得つつ議論し、事業全体の成果と

して、マッチング支援の際に留意すべき点や、マッチング支援

として必要な施策等をとりまとめる。 

 左記の通り対応した 

本事業終了後も中小企業等のマッチング支援を継続的に支援

し得る体制の構築方法を提案する。 
 左記の通り対応した 
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（５）有識者及び利害関係者との意見交換 
本事業の助言を仰ぐに適した有識者及び利害関係者（以下、「有識者等」という。）との意

見交換を通じて、本事業に関する助言を得た。有識者等の選定については、庁担当者と相談

し、承認を得たのちに意見交換を実施して助言を得た。 
 

（６）成果報告書の作成 
本事業で実施した内容を、①レポートの様式及び作成手法等、②マッチングの際の留意点

（注意点や留意点、必要な専門知識や必要な専門人材等）、③成功事例をまとめた成果報告

書を作成した。 
 
（７）体制の整備 
本事業を円滑かつ着実に実施するために、必要な管理・実施体制を構築するとともに本事

業遂行に必要な人員、設備等を確保した。具体的には下図の体制で本事業を実施した。 
 

図表 17 成果報告書の作成における留意点とその対応 

 
 
上図にて、プロジェクトのコアメンバーとして「プロジェクトマネジメント」3 名、「マ

ッチング」2名以上、レポート作成のために「イノベーションリサーチ」4名の体制で実施
した。中小企業等の産業分野は多岐にわたるため、様々な分野に対応できるように「インダ

ストリーアドバイザー」として必要に応じて当法人内部から各分野の経験・知見のあるメン

バーを投入して中小企業等との面談やマッチングに臨んだ。また、中小企業等が直面する課

題は知財だけにとどまらないため、各課題に対応可能なコンピテンシーを有する「コンピテ

ンシーアドバイザー」も必要に応じて投入した。 
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さらに、中小企業等は様々な地域に所在するため、当法人の全国 40カ所の地域事務所に
所属するコンサルタントにも協力を依頼し、必要に応じて現地での中小企業等や大企業と

の調整のサポートにあたった。 
 
（８）特許庁および当法人との適時の連携 
本事業の実施内容は随時当法人から報告され、内容の確認を得ながら実施した。具体的に

は、当法人との定例打合せを毎週から隔週のペースで行いつつ（下表）、企業訪問や有識者

等訪問も可能な限り特許庁担当者が同行しながら実施した。また、一週間単位で進捗を報告

し、企業訪問・有識者等訪問の数日前にはリマインドを流すなど、常に情報共有を図るよう、

当法人と随時連携しながら本事業を実施した。 
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第３章 事業実施の結果 
（１）マッチング支援（実証研究）の準備 
① 事業概要説明資料の作成 

 本事業に応募する中小企業等への説明の際に、特許庁や当法人プロジェクトメンバーで

の説明時の際を最小化しつつ、事業概要が分かりやすく伝わるように、事業概要説明用資料

を作成した。 
資料の内容については特許庁と当法人が連携しながら作成した。内容としては、事業趣旨、

本事業の特徴、レポート、募集対象企業、申込方法及び注意点、マッチングディスカッショ

ン同行者の紹介とした。巻末に本体資料を添付した。 
 

図表 18 事業概要説明資料 

 
 

 
② プロセスの変更と細分化 

当初は、企業の募集⇒100 社の選定⇒30 社の選定⇒マッチングディスカッションの実施
と、プロセスごとに進行させることを想定していた。しかし企業の募集を始めてみたところ、

100社を集めることは想定よりも難しいことが分かり、プロセスごとに進めることはできな
かった。 
従い、実際には、企業ごとに全プロセスを随時並行して進めることとなった。 
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図表 19 事業実施プロセスの変更 

 

 
 さらに、100社分の事業説明⇒レポート作成⇒マッチングディスカッションの調整を同時
に進めことになったため、情報の管理が複雑化することが懸念された。その対策として、各

プロセスをいくつかステップに細分化し、各社の進捗状況を一覧化して可能な限りシステ

マティックに進められるようにした。 
 

図表 20 プロセスの細分化 
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事業説明

提案内容説明

議論整理

宿題事項
の確認

宿題対応

訪問企業コメ
ント対応（適宜）

中小企業
アンケート

アンケート
整理

レポートへの
フィードバック

レポート改善

事業全体考察

キーワード調整
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③ プロセス 1 企業募集 
事業開始時点では、レポートの作成対象となる中小企業等を 100 社程度選定し、選定さ

れた 100 社分のレポートを検討されたレポートの様式に基づいて作成することとしたが、
実際には選定以前に十分な数の応募を集めることが難しく、募集の方法を工夫しながら進

めた。 
募集の方法としては、当法人 HP への掲載や産業振興機関が発行するメールマガジンへ

の掲載などマスに対する募集と、有識者や庁担当者、産業振興機関担当者や当法人プロジェ

クトメンバーや地方創生・中小企業支援・ベンチャー企業支援などに従事するコンサルタン

トからの人づての募集を行ったが、結果としては人づての募集が最も企業からの応募への

反応が良かった。これは、事業の内容が複雑であり、事業概要説明用資料を見ただけでは、

応募するという行動につながりにくいことが原因と考えられた。 
 

図表 21 プロセス 1企業募集における課題と工夫 
課題 内容 工夫 

企業募集の

方法 

 HP掲載やメーリングリストでの事

業案内からの参加申請フォームの

案内といった多数の企業へ情報を

流すやり方では関心を示す企業が

あまり集まらなかった 

 内容が複雑なため、受け身の募集

方法では手を挙げられない 

 結局は企業と直接つながっているコーディ

ネーターやコンサルタント等に直接事業を

説明し、仲介を依頼する方法が最も効果的で

あった 

 企業の仲介者への信頼をベースとして、能動

的に参加を促す依頼方法が効いた 

参加可能性

を探る質問

への対応 

 中小企業等への負担（作業、費

用、スケジュール等）の説明の標

準化 

 事業そのものの有効性に対する質

問への対応 

 作業：レポート作成時点の負担は特許情報

の提供とキーワード設定程度 

 費用：レポート作成・コンサルフィーは無

料 

 スケジュール：レポート作成からマッチン

グまで概ね 2か月 

 事業の有効性は、特許庁としても試行錯誤

の一つと説明 

 マッチングが成功した場合のフォローは、

可能な範囲でと回答 

 レポートの結果を安定させるため

には 10件程度の特許があるとよい

が、中小企業等では 2～3件という

ところもよくあり、応募を躊躇す

るケースが多数あった 

 企業数が集まらないのは本末転倒であるた

め、より尖った結果を得るというように捉

えなおし、最低 1件でも参加可能とした 

 特許公報だけでなく、公開公報も含めて分

析対象とした 
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図表 22 企業の募集方法 
分類 具体的方法 結果 

プル型 

当法人内 

 社内イントラネットへの掲載 

 複数部門での説明（地方創生、復興支援、ベンチャー・

中小企業支援等） 

 社外HPへの掲載 

当法人外 

 自治体・産業振興機関HPやメールマガジンへの掲載 

 地域金融機関への紹介依頼 

 弁護士・弁理士事務所への紹介依頼 

 1 カ所あたり 1 件程度

の応募があった 

プッシュ型 

当法人内 

 地方創生コンサルタントへの仲介依頼 

 地域金融コンサルタントへの仲介依頼 

 ベンチャー企業支援コンサルタントへの仲介依頼 

当法人外 

 産業振興機関所属コーディネーターへの説明会開催 

 有識者への紹介依頼 

 特許庁による地域金融機関での説明会開催 

 1 人で数件以上紹介す

るコンサルタントやコ

ーディネーターもいた 

 結果としてはプッシュ

型で多くの企業が集ま

った 

 
 

④ プロセス 1 レポート作成企業の募集結果 100社 

結果としては 95社分のレポートを作成した。100社分のレポートを作成することを想定
していたが、現実には中小企業等の意図と沿わないレポートが出来た場合に再作成となっ

たケースがあったことから、その場合は 2社分としてカウントした。従い、実際のレポート
作成の延べ数は 101社分であった。 
 
⑤ プロセス 2 レポート作成 

レポート作成開始当初は、作成に時間がかかり、また、レポートの内容を中小企業等に説

明した際にユーザー目線で手厳しいコメントをいただくなど、様々な有効なフィードバッ

クを中小企業等から得ることができた。 
こうした実際の反応をもとにレポートを随時改善していった。改善前と改善後のレポー

トは巻末に付した。 
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図表 23 プロセス 2レポート作成における課題と工夫 
課題 内容 工夫 

特許情報の

提供方法 

 企業名から J-PlatPatを引いて事務局

でレポート作成まで進めてしまうこと

で企業の負担を減らし、かつ機械的に

分析することでこれまでの発想の限界

を越えた全く新しいパートナー候補を

出せると考えた 

 実際には分析に含めたくない特許（古

い、本命事業と関係がない、その他社

内事情等）があり、自社の発想の限界

を越えるという話はしにくかった 

 基本的には企業から分析に使いたい特

許情報を提供してもらうこととした（事

務局で J-PlatPat から引いてしまって

よいという企業もあったため、その場合

は事務局で対応したが、社名が途中で変

わっていたりするなどの事情で結局は

特許リストの確認が必要であった） 

 多くの企業は発想の限界を越えるとい

うよりも、目の前の本業をいかに強化す

るかを優先したいため、基本的には企業

の意向に沿うかたちで進めた 

検索式及び

マッチング

キーワード

の設定 

 母集団生成のための検索式作成が、複

数事業及び技術領域にわたる場合、時

間を要し、100社分のレポートを試行錯

誤しながら作っていく作業時間を確保

できない恐れがあった 

 本レポート作成システムは従来大企業

向けであるため、マッチングキーワー

ドは頻度分析を通じて 100個程度設定

することが普通であったが、今回は中

小企業等向けで 100個もあるとノイズ

が増えてしまいパートナー候補案がぼ

やけてしまうことが多々あった 

 キーワードが多いとそれに比例してレ

ポート作成時間（テキストマイニング

の処理時間）が延びてしまう 

 基本的には企業の意向に沿って進める

ことで、事業領域及び技術領域が明確化

され、検索式作成工数が減り、作成作業

を効率化できた 

 対象が中小企業等であるため、マッチン

グキーワードを 10個程度に落として分

析をすることで、より詳細パートナー候

補案を出すように改善した 

 キーワード 10個程度にすることでマッ

チングキーワード設定にかける時間数

と処理時間を減らし、作業をスピードア

ップした 

 検索式とキーワードを特定のものにし

すぎると当たり前の候補企業ばかりに

なってしまい、逆に広く取りすぎるとパ

ートナー候補がぼやけてしまう点は、相

反するが留意して対応した 

アウトプッ

トの見せ方 

 キーワードを活用した「マッチング指

数」は、指数が高いほどマッチングの

可能性が高いように誤解された 

 パートナー候補企業リストのどの企業

が ABCDの分類に当てはまるか分かり

にくかった 

 「マッチング指数」は正確には「技術課

題類似度数」と表記した 

 パートナー候補企業のリストに ABCD

の分類を振ることとした 

 個人や大学、近年開発がトーンダウンし

ている企業、開発を中止したと思われる
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課題 内容 工夫 

 パートナー候補企業リストに個人や大

学が含まれており、本件事業の趣旨か

らするとずれた候補が含まれていた 

 中小企業等の戦略により、製品が既に

完成している場合は大企業への売り込

を希望したく、技術を売りにしている

場合は企業規模とは関係なく提携を希

望するため、その 2つの戦略を考えら

れるレポートとする必要があった 

パートナー候補企業を消去するスクリ

ーニング行うこととした 

 レポートは、特許件数が多い≒大企業で

あるとして母集団を形成する分析、特許

件数に結果が引っ張られないように特

許件数で結果を割って母集団を形成す

る分析、その中間の分析の 3種類を出力

することとした 
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（２）有識者及び利害関係者との意見交換 
本事業の助言を仰ぐに適した有識者等との意見交換を通じて、本事業に関する助言を得

た。助言を得た内容は下表の通り。当初はレポートの作成方法について主に助言を得る想定

であったが、有識者よりも企業からの実際の反応の方がレポートを直接改善するのに有効

であった。従い、有識者からは主に各自の業界の観点からレポートの使い方などに関する助

言を得た。 
 

図表 24 有識者等と助言内容の一覧 
有識者 助言内容概要 

鮫島 正洋 
弁護士法人内田・鮫島法律事務所 
弁護士・弁理士 

 レポートで抽出された企業でそのままビジネスマッチングが

可能な場合と、そうでない場合があると考えた方がよい 
 改善後のレポートは分析 Bと分析 Cの母集団が有益である 
 明細書の「課題」と「請求項」を掛け合わせて分析すれば、

より精緻にマッチング度合を検討することができると考える

（ただし、あまり限定的にせず、意外な企業が浮かび上がる

方が面白い結果になるかもしれない） 
特定の企業でしか使わないようなキーワードを用いることで

限定的に競合を見ることもできると考えられる 
樋口 光生 
独立行政法人中小企業基盤整備機

構 販路支援部 
マッチング事業担当参事 

 中小企業の支援機関としての中小企業等の観点からは、中小

企業支援メニューの一つとして大変有用であると考える 
 本事業終了後はフォロー策の一つとして中小機構が運営する

マッチングサイト J-GoodTechに繋げられるとよい 
織田 好和 
公益財団法人東京都中小企業振興

公社 
東京都知的財産総合センター所長 

 研究段階であれば大学としてのマッチングもあり得る 
 上位企業が、はなから中小企業の技術を活用する気がないと

難しいため、上位企業の積極度をカテゴライズできると良い 
 10万円程度であれば価格的には安い 

海老名 祐 
大和ハウス工業株式会社 経営企

画部 新規事業開発グループ 
上席主任 

 提案を受ける企業側では、まだ確度の高くない提案内容でも

受け止め、適切な部署へと連携できる人材が配置される必要

がある 

長谷川 博和 
早稲田大学ビジネススクール 

（大学院経営管理研究科） 
教授 

 レポートの出力結果のグラフ等に自動的にコメントをつけら

れるとよい 
 レポートのキーワードを調整して試行錯誤できるとよい 

大学発・技術系ベンチャーのイン

キュベーション投資事業を行うベ

ンチャーキャピタル 
代表取締役 

 マッチング分析精度にまだ課題があると考えるが、更に精度

を上げることで、 
① 競合および提携パートナー探索に活用できる可能性があ
る 

② 補完的な大学技術の探索に活用できる可能性がある 
泉 晃 
有限責任監査法人トーマツ アナ

リティクス 
シニアマネジャー 

 システム会社での AI開発者としての経験から、レポートのテ
キストマイニングのロジックに関して助言 

 辞書整備や係り受け分析によりさらにマッチング精度が上が

るはず 
吾妻 勝浩 
有限責任監査法人トーマツ パブ

リックセクターアドバイザリー 
シニアマネジャー 

 パートナー企業による知財盗用に関して助言 
 盗用を見つけるには、中小企業等がパートナー企業の技術開

発動向を常にモニタリングする必要がある 
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（３）マッチング支援（実証研究）の実施 
① プロセス 3 マッチングディスカッションの準備（パートナー候補企業の決定） 

レポートを作成した 100社の中から、マッチングを希望する中小企業等を 30社程度選定
し、専門人材等を用いて、マッチング支援を実施することとしたが、パートナー候補企業を

決定する際に説明の仕方が様々であり、単にレポートを説明するのみでは候補企業を絞り

込めないことが多々あったため、レポート説明前にある程度の仮説を立ててレポート説明

を実施することとした。 
 

図表 25 パートナー候補企業の決め方 
課題 内容 工夫 

アポ取りす

るパートナ

ー候補案の

決め方 

 出力されたパートナー候補案を中小企
業等と共有した際、30社も出てくると、
どこに何を提案するべきか絞れないた

め、決めきれない 
 成功事例のサンプルレポートでは、必ず
しもマッチング度数 1位のところとマッ
チングが成立しているわけではなかっ

たため、説得力が弱い 

 候補案の中から、研究開発を中止してい
る・トーンダウンしている・個人発明者

については候補を削除し、数を絞った

（大学は共同研究という意味では残し

てもよいのかもしれない） 
 さらにタイプ ABCDのうち、「A新規事
業として近年取り組んでおり問題解決

型の提案が可能」を優先し、ABCDのタ
イプ分けをリストに記載した 

 キーワードのマッチング程度や物理的
近さも軸とした 

 最後には 3～5社に絞り、中小企業等に
個別に検討いただくやり方が進みやす

かった 

マッチング

に進むこと

への躊躇 

 「相談されて受注する」という営業スタ
イルでやってきたため、「提案して案件

を獲得する」という提案営業スタイルに

慣れていない 
 不慣れゆえにマッチングに進むこと自
体に躊躇してしまう 

 提案書作成の段取りや、当日のプレゼン
テーション、ファシリテーションを支援

することを申し出て、不慣れさからくる

自信のなさをカバーした 

 
また、レポート説明後にパートナー候補企業を選定する段階になって進行が遅れるケー

スが増えた。これは、事業説明からレポート作成・説明までは当法人主体で進めていたが、

レポート説明後は中小企業等の作業負担が増えるためと考えられる。 
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図表 26 パートナー候補企業の決定時の進行遅れにおける課題と工夫 
課題 内容 工夫 

日程調整の

手数 

 プロジェクトメンバーと企業の間に紹
介者がいる場合、その人を介して調整し

ていたため、ひと手間増えてしまい、調

整に遅れが生じる 
 レポート説明の場合、IR社必須と考えて
いたが、日程が合わないことも多い 

 可能な限り企業と直接やり取りするこ
ととした 

 レポート説明は当法人メンバーでもで
きるようになってきたため、IR社は「可
能であれば参加」とした 

支援のスタ

ンス 

 レポート説明後、中小企業等が「一旦引
き取って考える」としてレポートを引き

取った場合、基本的には中小企業等から

の連絡を待っており、時間が経ってしま

っている中小企業等があった 

 中小企業等の負担軽減のため、急かすこ
とは避けていたが、とはいえ 1週間以上
経ったところにはリマインドをするこ

ととした 

優先順位付

け 

 マッチングを希望する中小企業等を一
律公平に扱ってきた 

 マッチングの確度が必ずしも高くなさ
そうな中小企業等も優先順位をつけず

に扱ってきたために、事業実施の進行

上、時間的制約が出てきた 

 事業期間の制限や、成功確度も考慮すべ
きであり、優先順位をつけて対応した 

 もともとマッチング成功の想定が 30社
のうち 1～3 社という想定であり、「な
んとしてもマッチングを成功させる」こ

とよりも、実証実験として「マッチング

ディスカッションの場をセッティング

する」を優先と捉えていたが、優先順位

をつけて対応した 
 
② プロセス 4 マッチングディスカッションの準備（事前協議） 

アポ取りに関しては当法人のリレーションやノウハウを活用して支援した。当法人のリ

レーションを活用する際、単にライトパーソン（マッチング候補企業で柔軟な考えを持つ人）

を紹介して欲しいと依頼しても紹介者としては説明に苦慮したため、中小企業等の製品や

強みなどを説明した資料や、提案の概要を伝えることで紹介を円滑化することができた。大

企業の場合は担当者が細分化しており、コンタクトパーソン（事前につながりのある人）が

必ずしもライトパーソンを知っているわけではない。ライトパーソンと繋がるためには、で

きるだけ簡易で分かりやすい資料が必要である。 
しかし、その資料を全ての中小企業等が用意できているわけではなく、全く用意できてい

ない場合は当法人の日ごろの提案活動のノウハウを活用して簡単な提案資料フォーマット

を作成して中小企業等に提供し、必要に応じ作成を支援した。 
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図表 27 アポ取りにおける課題と工夫 
課題 内容 工夫 

アポ取りの

段取り 

 中小企業等からパートナー候補企業の
キーマンと繋がることは難しい（リレー

ションがない） 
 アポ取り時の説明では、中小企業等の製
品の強みがいまいひとつ分かりにくく、

キーマンに繋げるのを躊躇してしまう 
 出席者としては新規事業開発担当と技
術の分かる方につないで欲しいという

要望が多い 

 トーマツのリレーションを活用して、キ
ーマンもしくはキーの部署を特定する

ことができることが多かった 
 中小企業等の強みを伝えるべく、中小企
業等が良い資料を用意していないとき

は簡易な提案書フォーマットを提供し

た 
 提案資料がすぐに作成できない場合に
は、メールにごく簡単な提案内容を記載

してアポ取りを実施した 
 

図表 28 提案書フォーマットの例 

 

Xxxのご提案
株式会社xxx

提案相手社名Ｘｘｘ様

製品・商品・サービスの写真など

概要

１．企業紹介
ｘｘｘ

主なお取引先

お取引先名 内容

Xxx
（個別名称が出せ
ない場合は「大手
電子機器メーカー
A社」など）

 Xxx

Xxx  Xxx

Xxx  Xxx

Xxx  Xxx

社名

代表取締役ｘｘｘ

 基本情報

 所在地

 電話番号

 規模

 事業内容

 主力事業

 その他事業

ロゴなど

製品・商品・サービスの写真など
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また、円滑なディスカッションを目指すとともに、知財や技術の意図せざる流出を防ぐ

ため、ディスカッションの際の留意点を中小企業等へ助言した。助言内容に関しては以下

の留意点及び対策とした。 
  

ご提案内容

２．今回のご提案
ｘｘｘ

今回ご提案の特徴

 製品・商品・サービスの販売、ライセンス、
提携、共同開発、M&Aなど？

 製品・商品・サービス、その提案内容の特
徴

 他社との差別化要因、競争優位
 xxx

提案を受ける側の企業にとってのメリット

 ラインナップの拡充
 コスト削減
 付加価値向上
 差別化
 xxx

貴社にとってのメリット

ご相談事項

３．ご相談事項と今後のアクション
ｘｘｘ

課題

 料金で折り合うか？
 技術的に可能か？
 どういう体制で組むか？
 xxx

今後のアクション

 技術的検討
 詳細な市場調査
 上層部への確認
 ビジネスイメージの具体化
 NDA, MOU
 xxx

今後のアクション
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図表 29 マッチングディスカッションの際の留意点とその対策 
留意点 内容 対策 

時間配分  自社の技術を長時間説

明してしまう 

 目的（協業、共同研究開発、特許ライセンス等）を

明確にする 

 出来るだけ具体的な議論や質疑の時間をとる 

知財・技術流

出 

 関係構築の実現を目指

すあまり、積極的に情報

提供してしまう 

 情報の重要性を意識せ

ず提供してしまう 

 リスクを知る 

 提供前に情報の重要度を判断する 

 踏み込んだ協議を行う前に秘密保持契約を締結す

る（自社様式でない場合は情報利用の目的、範囲が

明確か確認する） 

 共同で事業等を行う前に契約書を締結する 

 必要に応じて弁理士、弁護士に契約内容の相談を

行う 

 
③ プロセス 5 マッチングディスカッションの実施 

結果としては延べ 32 件のマッチングディスカッションを実施した。当初は 30 社分のマ
ッチングディスカッションを実施する予定であったが、中小企業等からの強い希望や、100
社のレポート作成と 30 社のマッチングディスカッションの調整を並行して実施しており、
全ての調整が円滑に進んだわけではない。また、1社で数社のマッチング先に行った中小企
業等もあったため、それらはマッチングディスカッションの延べ数としてカウントした。 
結果として、アポ取り 92 件、マッチングディスカッション実施 32 件、マッチング成立

（事業化に向けた継続検討）7件、マッチング成立のうち NDA 締結見込み 3 件となった。 
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図表 30 マッチングディスカッション支援事業における各プロセスの結果 

 

*マッチング希望数（延べ） 

 

④ マッチングディスカッション後のフォロー 

本事業は 3月 30日で終了するが、マッチングが成功した企業もしくは再度マッチングに
挑戦したい企業にとっては当然 4 月以降も取り組みを続けていくため、本事業終了後のフ
ォローの仕方を検討した。 
  

次のステップへ進まなかった主な理由

声掛け 関心あり レポート作成・説明 NDA締結・議論継続マッチング
ディスカッション

マッチング候補選定

300社超

7件*

 興味がない
 趣旨・有用性が理
解できない

 工数が確保でき
ない

 有用性・使い方が
理解できない

 マッチング希望企
業がない(「レポー
トで満足」含む)

 工数が確保でき
ない

 先方へのパスが
ない

 先方よりお断りさ
れた

 先方へ提案内容
が刺さらない

 ビジネスとして成
り立たない

144社

101社
92件*

32件*
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第４章 考察 
（１）基礎資料としてのレポートの有用性 
① レポートそのものに関する反応 

【レポート作成の背景】 
本レポートは、体力のない中小企業等が理想的なパートナー候補を選定する際に効率的

に候補を抽出・選定できる情報の提供を目指して作成と活用を試みたものである。当初想

定としては、あくまで理想的なパートナー候補を選定するための基礎資料として考えてい

たが、中小企業等によって様々な反応が得られた。 
 
【レポートそのものに関する反応】 
大きくは「興味深い・有用である」と「改善の余地あり」に分けられた。「興味深い・

有用である」についてはパートナー候補企業リストに未知の企業が出てきたことなど候補

企業リストそのものに関すること、業界動向の調査資料として、事業戦略決定の基礎資料

として、中にはこれをもとに事業承継先を探したいという声もあった。 
「改善の余地あり」としては、既知の企業が多い、パートナー候補企業リストのイメー

ジが想定と違ったなど候補企業リストの出力結果に関するものが多かったが、レポートの

見やすさやより細かい情報の表示などを求める声もあった。 
 

図表 31 レポートそのものに関する反応 

 

 
【レポートへの評価】 
これまで知財情報を利用した高度なテキストマイニングによるマッチング支援サービス

を利用できる企業は大企業の経営企画部や知財部など、高額な対価を負担できる資金力の

ある企業に限られていた。結果として、マッチングの目的も当該企業が成長するために技術

力のある中小企業等を買収するためといった目線になりがちであった。当該サービスにお

いて特許情報の位置づけは、ターゲットとなる企業をまず選定し、企業の資産評価の一部と

して特許情報の整理・分析を実施するオプションの一つに位置付けられている。 

候補企業リストに関して
既知の企業もあるが、未知の企業や、名前は知っているが参入していることを知らな
かった企業もあって興味深い
概ね既知の企業だが、自社で考えてきた市場の捉え方を客観的に裏付けられた

興味深い・有用である 改善の余地あり

業界動向調査資料として

中小企業の場合、自社でパートナー候補を探したり業界動向を探るのはマンパワー
に限界があるため、自動でここまでの情報整理をしてくれるレポートは有り難い

非公開の同業他社の動きを察知できる。同業が本格参入する前にこのレポートを見
れば、マッチングにつながる可能性がある。

事業戦略決定の基礎資料として
中核技術の特許で本業をこのまま推進すべきか、新技術の特許で横展開を図るべき
かといった事業戦略検討時に、どちらの市場が取り組みやすそうかを判断する際の
基礎資料の一つとして活用できる

候補企業リストに関して
概ね既知の企業であり、新規開拓をしようにも新鮮味がない
⇒レポート作成時のキーワードを10-20個程度に絞ることで、総花的な出力となってし
まうことを回避するよう改善した
想定しているマッチング候補とかけ離れている
⇒キーワードの候補を提示し、中小企業に加除を行ってもらうことで、中小企業の
ニーズを反映させた
大学等のマッチング候補として想定されない企業が含まれている
⇒大学・研究機関・個人、開発中止の可能性が高い企業、近年開発がトーンダウンし
ている企業を除くプロセスを追加することで、絞り込みを行うこととした
小さすぎる企業が選定されている
⇒特許取得件数に応じて3パターンの候補を抽出することで、企業規模を反映させた

見やすさに関して
候補企業のマッチングタイプ（新規・既存・補完・問題解決）がわかりずらい
⇒マッチング候補企業の一覧に、候補企業のタイプを明示した
キーワード別に候補企業を見たい
⇒表でキーワードを行、企業名を列に一致特許数を表示するレポートを別添した
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本事業において、既存のマッチング支援サービスと大きく異なる点は以下の 2点であ
る。①中小企業等が大企業を探すという逆パターンであること、②中小企業等でも利用で

きる価格に抑えた内容であることで、結果として資金力のない中小企業等であっても本サ

ービスを利用することが可能となり、中小企業等目線でのビジネスマッチングの可能性を

見出した画期的なスキームである。これまで特許庁としてはこのようなレポートの作成を

支援メニューとしては提供していなかったことから、本レポートを初めて作成して目にす

る中小企業等からは好意的な評価が多かったといえる。 
 
② レポートそのものに関するアンケート結果 

また、本事業ではマッチングディスカッションまで進んだ企業にレポートとマッチング

ディスカッションに関するアンケートを取っている。そのうちレポートに関する結果を下

図に示す。 
上記のような定性的な情報収集・整理に加えて、定量的な把握のためにレポートそのも

のに関するアンケートを取った。その結果を下図に示す。 
 

図表 32 レポートそのものに関するアンケートの設計 
項目 設計 

調査対象者 レポート説明を終えたすべての企業 

調査方法 アンケート票を対象企業へメールにて送受信 

調査実施時期 平成 30年（2018年）1月 26日～3月 30日 

有効回収数 78件 

集計分析上の留意点 

 回答結果の割合（％）は、有効サンプル数に対して、それぞれの回

答者数の割合を小数点以下第 2位で四捨五入。そのため単数回答

（複数の選択肢の中から 1つの選択肢を選ぶもの）であっても、合

計値が 100.0％にならない場合がある。 

 複数回答（複数の選択肢の中から 2つ以上の選択肢を選ぶもの）の

設問の場合、回答は選択肢の有効回答数に対して、それぞれの割合

を示しているため、合計が 100.0％を超える場合がある。 

 本調査内での、「ベンチャー企業」とは設立年数が 10年未満の企業

（2008年～2017年）、「中小企業」とは設立年数が 10年以上の企

業（～2007年）を示しています。 

 本調査内での「部門別」とは、レポート説明に参加された方の所属

または役職で分類しています。 

 図表の「SA」表記は単数回答の設問、「MA」表記は複数回答の設

問を示している。 

 図表の「Ｎ」表記は回答者数を示している。 
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レポート説明を実施した企業のうち、「ベンチャー企業」が 15%、「中小企業」が 75%で
ある。担当者は、「経営層」が約 6割と最も多く、次いで「知財部」が多くなっている。 

図表 33 レポートに対するアンケート回答企業の状況 

 
 
マッチングディスカッションを実施した企業のうち、中小企業が約 8割である。また、担

当者は「経営層」が 75％を占めている。 
図表 34 ディスカッションに対するレポート回答企業の状況 

 
 

ベンチャー企業

18件
25%

中小企業

53件
75%

回答企業の企業分類

回答数：71件

回答企業の担当者

経営層

43件
61%

知財部門

13件
18%

技術部門

5件
7%

企画・営業部門

10件
14%

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

回答数：71件

ベンチャー企業

2件
17%

中小企業

10件
83%

回答企業の企業分類

N＝12

回答企業の担当部門

・「ベンチャー企業」：設立年が2001年以降の企業
・「中小企業」：設立年が2000年以前の企業

経営層

9件
75%

知財部門

2件
17%

技術部門

0件
0%

企画・営業部門

1件
8%

N＝12

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類
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技術レポートについて、有効だと回答した企業が約 8割を占めた。また、有効だと思う点
は「主要プレイヤーの動向を把握できる」が最も多く、7割近くを占めた。 

図表 35 技術動向分析レポートの有効性 

 
 
技術レポートの有効性について、企業分類別では大きな差異はない。また、部門別では「企

画営業」が他の部門に比べ、「有効ではない」の回答が多くなっている。 
図表 36 企業分類別技術レポートの有効性 

 
 

有効である

23件
32%

どちらかといえば

有効である

33件
47%

どちらかといえば有

効ではない

10件
14%

有効ではない

5件
7%

N＝71件（SA）

設問1技術レポートの有効性 設問2技術動向レポートが有効だと思う点

67.9% 38件

50.0% 28件

50.0% 28件

44.6% 25件

21.4% 12件

19.6% 11件

8.9% 5件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

当該分野の主要プレイヤーの動向

を把握することができる

自社で考えた市場分析を客観的に

裏付けることができる

自社の事業戦略検討時の判断材

料の一つとして活用できる

当該分野の公開特許情報が整理

されており一目で把握できる

当該分野のトレンド技術を把握でき

る

非公開の同業他社の動きを察知で

きる

その他

N＝56件（MA）

27.8%

34.0%

50.0%

45.3%

11.1%

15.1%

11.1%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベンチャー

企業

(n=18)

中小企業

(n=53)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

クロス分析① 技術レポートの有効性×企業分類 クロス分析② 技術レポートの有効性×部門別

39.5%

30.8%

0.0%

20.0%

44.2%

46.2%

80.0%

40.0%

9.3%

23.1%

20.0%

20.0%

7.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層

(n=43)

知財部門

(n=13)

技術部門

(n=5)

企画・営

業部門

(n=10)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）
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技術レポートの有効な点を部門別でみると、「経営層」「知財」が競合先の動向、「技

術」が市場分析、「企画営業」が自社の事業戦略に関する意見が多くなっている。 

図表 37 部門別技術レポートの有効な点 

 

 

技術レポートが有効でないと考える企業の多くは、キーワード設定や市場分析など

企業が求めている「情報」の不一致に関して回答されている。 
図表 38 レポートの改善点 

 
 

71.4%

35.7%

28.6%

35.7%

14.3%

14.3%

21.4%

66.7%

54.8%

47.6%

54.8%

21.4%

23.8%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

当該分野の主要プレイヤーの動向

を把握することができる

自社で考えた市場分析を客観的に

裏付けることができる

当該分野の公開特許情報が整理さ

れており一目で把握できる

自社の事業戦略検討時の判断材料

の一つとして活用できる

非公開の同業他社の動きを察知で

きる

当該分野のトレンド技術を把握でき

る

その他

ベンチャー企業
(n=14)

中小企業
(n=42)

クロス分析③ 有効だと思う点×企業分類 クロス分析④ 有効だと思う点×部門別

77.8%

50.0%

41.7%

52.8%

16.7%

13.9%

8.3%

60.0%

50.0%

50.0%

40.0%

50.0%

60.0%

10.0%

25.0%

75.0%

25.0%

0.0%

0.0%

25.0%

25.0%

50.0%

33.3%

50.0%

83.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

当該分野の主要プレイヤーの動向

を把握することができる

自社で考えた市場分析を客観的に

裏付けることができる

当該分野の公開特許情報が整理さ

れており一目で把握できる

自社の事業戦略検討時の判断材料

の一つとして活用できる

非公開の同業他社の動きを察知で

きる

当該分野のトレンド技術を把握でき

る

その他

経営層

(n=36)
知財部門

(n=10)
技術部門

(n=4)
企画・営業部門

(n=6)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

設問3技術レポートが有効ではないと思う点

分類 「その他」の内容

分析に関して

 大手中心の概略データ（光触媒といっても様々な
技術があるのにそれを大くくりした特許件数）を見
ても、特に何らかの”気づき”にはつながりにくい
ように思う。

 特許内容への踏み込んだプロセスがない。
 今回はマッチング先の情報だけが欲しかった。
 既知の情報であった

キーワードに
関して

 キーワードの設定が誤っていたため分野が違っ
てしまった。

 分析としては面白いが、その先の一手には繋が
らない米国の特許が含まれないのは致命的。

回答数：6件

60.0% 9件

60.0% 9件

46.7% 7件

26.7% 4件

20.0% 3件

6.7% 1件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

その他

自社の事業戦略検討時の判断材

料としての活用は難しい

自社で考えた市場分析とかけ離れ

ている

自社のエンジニアが本来求めてい

る情報とは一致しない

当該分野のトレンド技術に関する情

報が不足している

同業他社に関する情報が不足して

いる

N＝15件（MA）
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有効ではない理由について、ベンチャー企業は求める情報の不一致をあげている。部門

別では、「知財」「企画営業」が市場分析や事業戦略の活用に難色を示している。 

図表 39 企業分類別・部門別のレポートの改善点 

 

 

マッチングレポートについて、有効だと思う企業は約8割となっている。また、有効だ

と思う点は「情報が整理されており、自力で探す手間が省ける」が6割以上となってい

る。 

図表 40 マッチングレポートの有効性 

 

25.0%

50.0%

75.0%

25.0%

50.0%

75.0%

54.5%

45.5%

45.5%

0.0%

9.1%

54.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

自社のエンジニアが本来求めてい

る情報とは一致しない

自社で考えた市場分析とかけ離れ

ている

自社の事業戦略検討時の判断材料

としての活用は難しい

同業他社に関する情報が不足して

いる

当該分野のトレンド技術に関する情

報が不足している

その他

ベンチャー企業

(n=4)
中小企業

(n=11)

クロス分析⑤ 有効だと思わない点×企業分類 クロス分析⑥ 有効だと思わない点×部門別

71.4%

14.3%

28.6%

14.3%

28.6%

42.9%

66.7%

66.7%

100.0%

0.0%

33.3%

100.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

75.0%

75.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

自社のエンジニアが本来求めてい

る情報とは一致しない

自社で考えた市場分析とかけ離れ

ている

自社の事業戦略検討時の判断材

料としての活用は難しい

同業他社に関する情報が不足して

いる

当該分野のトレンド技術に関する情

報が不足している

その他

経営層

(n=7)
知財部門

(n=3)
技術部門

(n=1)
企画・営業部門

(n=4)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

62.3% 33件

49.1% 26件

41.5% 22件

30.2% 16件

11.3% 6件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

パートナー候補について情報が整

理されており、自力で探す手間が

省ける

自社の事業戦略検討時の判断材

料として活用できる

業界動向調査について把握できる

同業他社の動きを察知できる

その他

有効である

22件
31%

どちらかといえば有効で

ある

31件
44%

どちらかといえば

有効ではない

12件
17%

有効ではない

6件
8%

設問4マッチングレポートの有効性 設問5マッチングレポートが有効だと思う点

N＝53件（MA）N＝71件（SA）
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マッチングレポートの有効性について、企業分類別では「中小企業」が有効だと思う割合

が僅かに多く、部門別では「経営層」と「技術部」が比較的多くなっている。 

図表 41 企業分類別・部門別マッチングレポートの有効性 

 

 

有効と思う点について企業分類別では、「中小企業」の約半数が事業戦略として活用でき

ると回答し、担当者別でみると「知財部」は業界把握の回答が多くなっている。 

図表 42 企業分類別・部門別レポートの有効点 

 

22.2%

34.0%

50.0%

41.5%

16.7%

17.0%

11.1%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベンチャー

企業

(n=18)

中小企業
(n=53)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

37.2%

30.8%

20.0%

10.0%

44.2%

30.8%

60.0%

50.0%

14.0%

23.1%

20.0%

20.0%

4.7%

15.4%

0.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層

(n=43)

知財部門

(n=13)

技術部門
(n=5)

企画・営業部門

(n=10)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

クロス分析⑦ マッチングレポートの有効性×企業分類 クロス分析⑧ マッチングレポートの有効性×部門別

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

69.2%

38.5%

23.1%

30.8%

15.4%

60.0%

42.5%

32.5%

55.0%

20.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

パートナー候補について情報が整

理されており、自力で探す手間が

省ける

業界動向調査について把握できる

同業他社の動きを察知できる

自社の事業戦略検討時の判断材

料として活用できる

その他

ベンチャー企業

(n=13)
中小企業

(n=40)

クロス分析⑨ 有効だと思う点×企業分類 クロス分析⑩ 有効だと思う点×部門別

65.7%

40.0%

28.6%

48.6%

11.4%

62.5%

75.0%

37.5%

50.0%

62.5%

25.0%

50.0%

50.0%

25.0%

25.0%

66.7%

0.0%

16.7%

66.7%

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

パートナー候補について情報が整

理されており、自力で探す手間が

省ける

業界動向調査について把握できる

同業他社の動きを察知できる

自社の事業戦略検討時の判断材

料として活用できる

その他

経営層

(n=35)
知財部門

(n=8)
技術部門

(n=4)
企画・営業部門

(n=6)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）
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マッチングレポートが有効ではないと考える企業は、「キーワード」や「マッチング候補」

の不一致によるものだと回答している。 

図表 43 レポートの改善点 

 

 

有効ではない理由は、「中小企業」の 8割が想定のマッチング候補と乖離している点をあ
げている。部門別では「経営層」の約半数が既知の情報だと回答している。 

図表 44 企業分類別・部門別レポートの改善点 

 

50.0% 9件

38.9% 7件

33.3% 6件

22.2% 4件

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

概ね既知の企業であり新規開拓をし

ようにも新鮮味がない

その他

想定しているマッチング候補とかけ離

れている

抽出されたキーワードが特許情報に

則していない

大学等のマッチング候補として想定さ

れない企業が含まれている

マッチング候補としては規模が小さす

ぎる企業が含まれている

N＝18件（MA）

設問6マッチングレポートが有効ではないと思う点

分類 「その他」の内容

キーワードに
関して

 既に取得している情報が多かった

マッチングに
関して

 おそらくマッチングで紹介されても一方的に情報
収集されるのみで商談には繋がりにくいと予想さ
れた

回答数：4件

40.0%

80.0%

40.0%

60.0%

53.8%

15.4%

15.4%

30.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

概ね既知の企業であり新規開拓を

しようにも新鮮味がない

想定しているマッチング候補とかけ

離れている

抽出されたキーワードが特許情報

に則していない

その他

ベンチャー企業

(n=5)
中小企業

(n=13)

クロス分析⑪ 有効だと思わない点×企業分類 クロス分析⑫ 有効だと思わない点×部門別

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

50.0%

16.7%

11.1%

16.7%

38.9%

5.6%

5.6%

11.1%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

16.7%

11.1%

0.0%

5.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

概ね既知の企業であり新規開拓を

しようにも新鮮味がない

想定しているマッチング候補とかけ

離れている

抽出されたキーワードが特許情報

に則していない

その他

経営層

(n=8)
知財部門

(n=5)
技術部門

(n=1)
企画・営業部門

(n=4)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類



43 
 

 

マッチング支援が有料の場合、半数近くの企業が「公的支援があれば利用する」と回答

している。 
図表 45 レポートの今後の活用意向 

 

  

設問9 今回のマッチング支援が有料の場合利用するか。

分類 回答理由

利用したいと思
う理由

 その他の技術動向レポートのみを10万円程度の
有料でも利用したい

 明らかに良い機会、企業出会いの場と思う。
 調査後に先方企業との橋渡しもしていただけるの
は、非常に魅力的と思う。

利用したいと思
わない理由

 今回キーワードを多くしたことにより漠然とした結
果になってしまったのかもしれない。もっと絞った
検索が必要な気がする。

 キーワードに重要度などの係数を掛け合わせた
方がいいと思う。

 ニーズにマッチしたもの・こと・手段などの新規創
造を引っ張るものがほしい。

 商用ＤＢでもある程度の調査は自前で可能なた
め

価格に関して

 価格については、公的支援があれば有難いです
し、仮に公的支援がなくても相手企業とのコンタク
トまで行うなら、それなりに出す価値はあると思う。
ただし、最初は誰でも特許を使ったマッチングの
有効性に半信半疑なので、いきなり10万といった
価格が示されると、引いてしまうと思う。

 有料であれば、調査内容を絞込む必要がある。

回答数：7件

48.6% 34件

14.3% 12件

15.7% 10件

10.0% 7件

4.3% 3件

4.3% 3件

2.9% 2件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

公的支援があれば利用する

不明・無回答

その他

利用しない

自費でも技術動向レポート及びマッ

チングレポートの両方を利用する

自費でも技術動向レポート又はマッ

チングレポートのいずれかが５万円

以下の場合、片方を利用する

自費でも技術動向レポート及びマッ

チングレポートの両方で５万円以下

の場合利用する

N＝71件（SA）
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（２）マッチングディスカッションのためのレポートの有用性 
① レポートの活用目的 

【活用方法の当初想定】 
事業開始当初は、マッチングディスカッションに進むために中小企業等がパートナー候

補企業の中からマッチングディスカッション先を選ぶことを前提としてレポートを説明し

ていた。 
 
【実際の活用の仕方】 
当初想定していなかった活用の仕方が議論の中で出てくるケースが多々あり、それらケ

ースを下表に整理した。各ケースの目的・戦略・手段に応じてキーワード設定の仕方を変え

るべきであることが分かってきた。 
 

図表 46 レポートの活用目的とキーワード設定 
# ケース 戦略 手段とキーワード設定の方法 

1 
パートナー

候補探し 

本業強化 

調達先探し 

 欲しい技術等を持っている企業を探したいため、当該技術の

キーワードを選定 

 逆に自社のコア技術のキーワードは不要 

販路開拓 

 自社の特徴ある製品や技術を、それらを有していない企業に

売りたい場合は、自社コア技術のキーワードは不要 

 逆に同様の業界で、同様の製品や技術で自社の方が断然優れ

ている場合、自社のコア技術のキーワードを入れて同様の課

題に取り組む企業リストをアウトプット 

横展開 
 横展開したい業界を簡易に調査するために、展開したい業界

のキーワードと、限定的すぎないキーワードを選定 

2 業界動向調査 

 自社の本業の業界・競合動向を確認、再認識するために、自

社全体の特徴を表すキーワードを選定 

 横展開したい業界を簡易に調査するために、展開したい業界

のキーワードと、限定的すぎないキーワードを選定 

3 事業承継先検討 
 譲渡先を探すため、むしろ競合が見つかった方がよく、自社

全体の特徴を表すキーワードを選定 

 
パートナー候補企業を選ぶ際にはそもそも事業戦略がはっきりしていないと、どのよう

な企業を選ぶべきかが判断できないことが多く、それによってレポート作成時に選ぶべき

キーワードが変わってくるであろうことが判明した。 
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本事業の主眼である「パートナー候補探し」の他に、「業界動向調査」「事業承継先検討」 
のケースがあった。業界動向調査は、やはり今回の対象が中小企業等であったことから、マ

ーケティングにリソースやコストが避けず、簡易な業界動向調査資料として今回のレポー

トが好評を博していた。事業承継先検討では、経営者が高齢であったパターンと、本業が大

学教授等で事業を続けるのが難しいため売却先を探したいなどのパターンがあった。 
 
【レポートの活用にあたって】 
 上記の通り様々な活用の仕方があり得ることがわかったため、レポートを作成する前に、

どのような活用の仕方を想定したいか、中小企業等と十分に議論をしたうえで作成に入る

のが有用であると考えられる。 
 
② レポートの活用にあたる人材の重要性 

前述の通り、パートナー候補企業を選ぶ際にはそもそも何のためにレポートを活用する

のか、その事業戦略上の位置づけを認識できている人材の方がよりレポートの有効性を見

いだせることが多かった。 
 

図表 47 レポート活用にあたる人材と活用方法の特徴 
# 人材 手段とキーワード設定の方法 

1 事業開発担当者 

 経営層や事業開発部長など、事業戦略を常日頃考えて

いる人材 

 事業戦略を当然理解しているため、本業強化や横展

開、そもそものマーケティングの必要性など、目的に

応じてレポートを使い分けるべきことを理解しやすい 

 目的に応じたキーワードを検討する傾向があり、自社

のコア技術のキーワードには拘らない 

2 知財担当者 

 「特許の分析」に関心が強く、「戦略的にレポート活用

する」ことを考えにくい 

 キーワード設定ではコア技術に拘り、限定的なキーワ

ードを設定する傾向 

3 技術者  知財部担当者同様 

 
当然、ビジネスマッチングを考える上では、事業戦略に応じた柔軟なキーワード設定によ

り、レポートをより有用なものにできることが望ましい。自社の今後の事業戦略を理解して

いる人材がレポート作成に関与すべきであると考えられた。 
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③ パートナー候補企業の選び方 
【事業戦略の違いによる企業の選び方の違い】 
 事業戦略の違いによって、レポートの活用の仕方が変わることが判明したが、レポート

からパートナー候補企業を選ぶというプロセスは同じである。しかし、次の作業である企

業の選定においては、その選び方にも違いが出た。 
 
【パートナー候補企業の選び方】 
パートナー候補企業の選び方としては、大きく 2種類に分けられたと考えている。一つ

は技術力を有している中小企業等がパートナー候補企業の製品の機能強化を図る「技術-技
術」型、もう一つは自社製品を有している中小企業等がパートナー候補企業に売り込みに

行く「技術-ビジネス」型であった。その際の思考回路を図示したものを下図に示す。 
 

図表 48 「技術-技術」型の思考回路 

 
 
「技術-技術」型では、自社技術を使って既存市場から新規市場への進出を試みるケース

が多く、したがってレポートで抽出されたパートナー候補企業の土地勘が中小企業等には

ないためにレポートを存分に活用して企業を絞り込み、パートナー候補企業の事業内容を

調査したうえで選定し、技術的な提案可能性をよく吟味した上でマッチングディスカッシ

ョンに進む必要がある。 
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（紹介可能性）

マッチしたキーワード
による選定

開発余⼒
≒企業規模

距離的近さ

近年の取り組み
状況 アポ取り

提案作戦会議

企業・製品
紹介資料

ビジネス
提案資料

共同開発
・技術提携

ライセンス
販売

M&A

製品販売

技術

ビジネス



47 
 

 
図表 49 「技術-ビジネス」型の思考回路 

 
 
一方「技術-ビジネス」型では、自社製品の販売実績が既にあるケースが多く、次に挑戦

したい販売先の想定が概ねあり、レポート内からピンポイントでパートナー候補企業を指

定してアポ取りに進むケースが多い。 
 
【パートナー候補企業の選び方による、その後のアクションへの影響】 
 上記の「技術-技術」型の場合、企業を選ぶ際の観点が多いために「自社に合いそうな企
業」を中小企業等の現在見えている範囲の目線で選びがちである。本レポートの作成趣旨か

らして「自社に合いそうな企業」を「効率的に選定する」ことを目的としているため、それ

自体は特段問題のないことではあり、次のアクションとしては自社分野で既知の企業に再

度提案を持ちかけることが想定される。その際も本レポートの技術動向レポートおよび提

案先企業の技術的親和性を分析することによって、提案先企業の理解が深まり、提案資料を

具体化する際のインプット情報として活用可能である。結果として提案先企業に対し、今ま

でとは違う印象を与えることが可能となる。 
また、「技術が合うか」が提案の際の重要ポイントになるため、共同開発や技術提携とい

ったことを目的とした場合、非常に有用になりうる。留意点としてはパートナー候補企業に

提案しても技術者が判断せざるを得ず、マッチングディスカッションの設定がそもそもで

きないケースがあるため、提案資料にビジネス上の利点やコストの観点を盛り込むことが

肝要である。異分野への進出、新規連携先とのオープンイノベーションといった事業戦略の

広がりを考えた場合には、レポートのキーワードを調整するなどして、未知の企業や異分野

の企業がリストアップされてくることが望ましいと思われる。 
 「技術-ビジネス」型の場合は、事業戦略としてすでに異分野への進出、これまで取引の
なかった企業への提案を前提としているため、スピード感を持って試行錯誤を実施するこ

とが重要であることを中小企業等側も理解しており、積極的に提案資料を作成するなどし

てマッチングディスカッションまで進めやすいことが分かった。 
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（３）マッチングディスカッションの支援のあり方 
① マッチングディスカッションのアポ取り先と人選 

【コンタクト先の部署選びの考え方】 
パートナー候補企業へのアポ取りの際に、どの部署にコンタクトをすれば効率的に話を

進められるのかが、コンタクトする部署によりその後の展開に差異があることが想定され、

実際にそのような差異があったため、これをメリット・デメリットとして下表に整理した。 
 

図表 50 アポ取り先別のメリット・デメリット 
アポ取り先 メリット デメリット 

知財部 
 「特許庁の事業」「知財活用」と説

明すればアポが取りやすい 

 経営企画部や事業部に繋いでもらう

ためにひと手間発生 

 「知財としてどうか」という発想に

なり、ビジネスを「創る」という観

点でのディスカッションがしにくい 

事業部 

技術部 

 直接的に事業に有効な提案ができれ

ば具体的な話に入れる 

 連携前には知財部への事後的確認と

いった手間が発生 

経営企画部 
 直接の担当ではないが、柔らかい提

案でも受けてくれる 

 提案を受けたあとに事業部に振るた

め、そこで時間を要する 

経理部等 

その他 

 メリットは特段ないが、知財部、事

業部、経営企画部にコンタクトがな

いときの次善の策 

 直接の担当ではないため、当然適切

な部署につないでもらうための時間

を要する 

 
【コンタクト先の部署選びの結果】 
中小企業等が自らアポ取りを行う場合、これまで取引がある企業に対しては既存取引部

署へのアポ取りとなる傾向があり、特に調達部門とのつながりが多いようである。しかし、

提案内容の説明次第では既存取引部署の判断で事業部等他の部署へつなげてもらえない可

能性があった。 
一方、当法人にてアポが取りやすいのは知財と経営企画部ではあったが、その後に事業部

につなぐためにひと手間が発生した。逆に事業部・技術部には直接的に有効な提案ができな

ければ即却下となり、提案内容に磨きをかけるリソース（時間、人員、コスト）が必要であ

った。 
一度の打合せに経営企画部、事業部、技術部、知財部の担当者がまとめて出席できればよ

いが、現実的にはそのようなことはなかった。これは、全く初めての訪問者に最初からその

ような人員を割いてあたることは考えにくく、まずは一次受けを担当する部署が対応にあ

たるためであると考えられる。 
従い、最初の打合せで好印象を与えて次の打合せに進めるように、できる限り提案内容を
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磨いてからマッチングディスカッションに臨むべきであったケースが見受けられた。その

ためのリソースは、パートナー候補企業との話が進めば必ず必要になるため、さらにそこに

時間を割けるように事業実施の方法を再考する必要があると考えられた。 
 
② マッチングディスカッションの協議内容 

【マッチングディスカッションの準備】 
マッチングディスカッションの前に、提案書の作成やプレゼンテーションの時間配分と

構成など中小企業等には簡単にレクチャーを行った。中小企業等側に準備のための時間と

リソースがあれば対応いただくように依頼をしてマッチングディスカッションに臨んだ

が、有効な協議とならないケースが散見された。提案資料の作成に当たり、下表のように

レポートから読み取れる種々の情報について分析が不足している企業も散見された。 
 

図表 51 マッチングディスカッション準備にあたっての留意点 
留意点 対応策 

 提案先企業の技術的な強

み・弱みを含めた分析が

不足 

 提案内容を検討する際の

提案先企業の課題仮設が

不足していた 

 レポートには提案先企業の特許情報を踏まえた技術的な傾向

が網羅されており、類似性もしくは補完性が確認可能である 

 上記情報を用いた提案先企業の立ち位置や技術的強み・弱み

を分析し、そこに合致する提案資料を作成する必要がある 

 自社の分析が不足 

 提案するにあたって自社が業界においてどの位置にいるの

か、技術的優位性や弱みを把握することは重要である 

 レポート上自社の技術的な動向が分析されており、優位な

点、競合となる点などを分析すれば、自社の強みや弱みを把

握することが可能である。 

 コストの観点が不足 

 提案先企業にとっていかに魅力的な技術・製品・サービスで

あったとしても、コスト面で採算が合わなければ採用される

ことは難しい。 

 そのため、当該技術・製品・サービスを提案先企業の既存の

ビジネススキームに組み込んだ際のコストメリット、デメリ

ットが整理されている必要がある。 

 
【マッチングディスカッションの課題】 
マッチングディスカッションの課題を以下に整理した。事前協議に工数をかけ、プレゼ

ンテーション内容のレビューを再考する必要があると考えられる。 
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図表 52 マッチングディスカッションにあたっての留意点 
留意点 対応策 

 1時間程度の限られた時間のなかで配分をコ

ントロールできない 

 自社紹介、技術紹介に多くの時間を割いてし

まう 

 中小企業等からのプレゼンテーションは 10

分～15 分程度とし、残りの時間を質疑応答

や具体的な議論に充てる 

 提案内容について、詳細な技術紹介となって

しまい、提案先企業の興味を引く内容となっ

ていない 

 提案先企業に対し、訪問の目的や課題認識を

記載する 

 中小企業等の持つ技術を用いて、「何を実現

できるか」「どのような課題を解決できるか」

といった観点での内容を具体的に記載する 

 プレゼンテーションの際に話す内容(ストー

リー)が整理されておらず、散文的に話して

しまう 

 結果として伝えたいメッセージがぼやけて

しまう 

 事前に事務局を相手にプレゼンテーション

の練習をする 

 提案内容のレビューに工数をかけ、提案先企

業のコンタクトパーソンも加え、話す内容の

整理を行う 

 提案先企業からの問いに対し、意図を理解で

きず、有用な回答ができない 

 事前に想定問答などを検討する 

 提案内容のレビューに工数をかけ、提案先企

業のコンタクトパーソンも加え、想定問答を

行う 

 
③ マッチングディスカッション後の技術法務について 

一般的にはライセンス契約の流れは下図のように進んでいく。弁護士等の専門家の助言

を受けながら、NDA 締結、Term Sheet に基づく大枠の合意、具体的な条件を網羅した契
約書ドラフトの作成といった STEP を踏むことになるが、本事業では下図の STEP1 
Matchingから SETP2 NDA協議の初期段階までが実際のケースであった。 
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図表 53 ライセンス契約の流れ 

 

 
 本事業におけるマッチングディスカッションの際には、マッチング先での知財盗用の恐

れを可能な限り低減する必要があったために、事前に有識者からそもそもどのようなパタ

ーンで知財盗用が起こり得るのかをヒアリングした。 
 結果としてパターンは 2 つに分けられ、普段からの下請け関係の中で起きる場合と、新
規に中小企業等が関係構築をして提案営業をした場合の 2パターンに集約された。 
 

図表 54 知財の漏れ・盗用パターンと対処方法策 

 

 
本件事業は後者が主に該当し（上図では下段のパターン）、その対策としてはマッチング

ディスカッションの際に「特許庁事業であることを明言するだけで十分」との意見があった。

一方で、中小企業等との会話の中では実際に知財を盗用された経験があるという声も複数

• 企業マッチングレポートの検討
• マッチング候補企業の選定
• マッチング候補企業へのアプローチ

• 自社情報（リソース）の整理
• 対象企業とのNDA締結

• 契約条件骨子、契約書の作成
• ライセンス契約（または共同研究開発
契約）の締結

契約書ドラフト作成契約の初期的検討

 NDA

 営業秘密、個人情報、未公開発明、
技術・ノウハウの情報の整理

 機密保持契約、守秘義務契約、非開
示契約のNDAへの盛り込み検討

 NDA締結手続き

 Term Sheet

 契約概要、骨子となる条件について
の検討および合意

 ライセンス契約の場合

契約条件骨子の検討
 技術の利用範囲
 対価および支払い方法
 知財補償 等

 （共同開発契約の場合）

契約条件骨子の検討
 研究開発成果の帰属
 研究開発期間
 研究開発の業務分担、報告等
 研究開発費用の負担 等

 企業マッチングレポートの検討

 マッチング候補一覧情報をもとに中
小企業とディスカッション

 マッチング候補企業の選定

 中小企業によるマッチングしたい企
業の選定

 マッチング候補企業へのアプローチ

 候補企業へのアプローチ
 提案書の作成

Matching NDA協議 Term Sheet交渉 License Agreement交渉
（Joint R&D Agreement交渉）

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4

• 条件概要書（ライセンス条件の
大枠）の作成

※ 契約に関しては、NDAの段階から弁護士・弁理士等の専門家の助言を受けながら進めることが望ましい。また、独占禁止法・競争法上の問題があり得るので、留意する必要がある。

マッチング候補企業の選定

NDA締結
Term Sheet
合意

License
Agreement
締結

漏れ・盗用パターン
（有識者※ヒアリング）

大企業 中小企業

普段からの
下請け関係 1.⼒関係前提の盗⽤

2.合法的な類似特許取得
（弁理⼠の腕前次第）

大企業 中小企業

新規
関系構築

今回は特許庁事業であること
を明言するため、そのうえで盗
用して訴訟や特許庁からの
制裁リスクを取る大企業はさ
すがにいないと考えられる（有
識者ヒアリングより）

対処方法案
（有識者※ヒアリング）

 特許庁事業であることを明言するだけで十分（有識者ヒアリングより）

監視 盗用確認 判断 示談 訴訟

 大企業の開
発動向の監
視

 本当に盗用
しているかど
うかの事実
確認

 対策の判断
 対策コストも
踏まえて

 軽微な場合
 ⼒関係の中
で訴訟まで
はできない場
合

 示談では解
決できない

 さらに訴訟に
踏み切っても
よい場合

※有識者
大手企業知財部長経験者
及びコーディネーター経験者
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聞かれたため、中小企業等には事前に留意すべき事項を必要に応じて示しながら事業を進

めた。 
 
図表 55 知財盗用に関するマッチングディスカッションにあたっての留意点 

留意点 

 言えることと言えないことを事前に整理しておき、マッチングディスカッションに臨む

メンバーの間で意識合わせをしておく 

 言えないことに踏み込む場合にはNDAの締結を提案し、2回目の打合せを提案する 

 
また、実際にどのような知財の盗用経験があるのかを、ヒアリングできた範囲で下表に参

考情報として整理した。 
 

図表 56 知財盗用の事例 
情報源 概要 原因の推測  

中小企業等

A社 

 大企業との取引では、痛い目にも実際に

あっており、どのような戦略的な考え方

をしたら良いかも学びたい（詳細不明） 

 立場の強弱 

 契約上の不備 

 NDA締結 

 知財知識の習得 

中小企業等

B社 

 大企業との技術提携の際、コア技術の詳

細を聞かれ、提携後、大企業が同様の技

術で特許を取得 

 契約内容が良くなかったため、技術情報

をうまく持っていかれたと感じる 

 契約上の不備 

 開発成果の帰属

を取り決める 

 成果の自由利用

を制限 

中小企業等

C社 

  技術詳細を聞かれたことに答えていたた

め、大企業に技術を盗用されたことがあ

る 

 現在は成分や条件、機械等については開

示しないようにしている 

 質問された場合は曖昧に広い範囲で該当

する回答を行っている 

 認識不足 

 不必要な情報開示 

 情報開示可能範

囲の認識 

 商談相手の信用

度を確認 

中小企業等

D社 

  過去に大手自販機会社が試作機を見た際

に写真撮影を希望され承諾したところ、

後日別の業者へバラまかれていた 

 見学者の対応不備 

 不必要な情報開示 

 見学条件等を事

前に取り決め 

 
上記実例も踏まえて、中小企業等がライセンス契約を締結する際の参考情報として、ライ

センス契約条項における留意事項を網羅した以下のチェックリストを示した。これを活用

し、ライセンサーにとって不利な契約条件にならないよう留意して契約に臨む必要がある。 



53 
 

図表 57 ライセンス契約時のチェックリスト（参考） 

 
 
④ マッチングディスカッション全体を通した考察 

 本事業において、対象となる中小企業等を広範な範囲で募集（300社超）し、レポートの
作成、マッチングディスカッションを実施したものの、各ステップにおいて、取りこぼしが

発生し、マッチングディスカッションを実施できた会社は 32件ほどであった（下図参照）。
応募した中小企業等やマッチング候補先企業の事情が主な理由ではあるものの、101社のレ
ポート作成と 92件のマッチング調整を同時並行で実施した結果、事務局の中小企業等への
マッチング支援リソースが不足し、マッチング準備・協議の内容について、品質向上を図れ

なかったことも一因であると考える。 
  

項目 論点 チェック欄
定義（前提条件） ライセンシーへの許諾業務（ライセンス対象製品、ライセンス対象特許等）の検討
技術の利用範囲 実施態様、地域、期間、独占実施権または通常実施権、サブライセンス権の有無の検討
自己実施権 自己実施権の留保の必要性の検討
技術援助 技術指導が必要な場合の援助義務や条件、費用等の検討
対価 定額制（一括、期間按分）、またはイニシャルペイメント・マイルストンペイメント・ロイヤルティ料率等の検討

支払方法 対価の計算方法、支払時期・期限、支払通貨の検討
対価不返還 ライセンス料（実施料）を返還しない旨を定める条項の検討
実施報告 ライセンシーが実施した数量・売上高の報告方法、報告頻度等の検討
輸出 輸出の可否の検討
下請 下請製造の可否の検討

帳簿保管及び監査 実施料が適切に支払われているかの監査権の検討
実施権設定登録 特許庁への設定登録の検討
特許権の維持管理 ライセンス対象特許の維持管理義務の検討
実施義務 ライセンシーの実施義務の検討
不争条項 ライセンシーが特許の有効性を争わない条項の検討
表示 特許またはライセンス契約の表示義務の検討

有効期間 収益性を考慮したライセンス契約期間・契約更改時期の検討
秘密保持 営業秘密等の情報に関する開示漏えい禁止条項の検討

第三者に対する侵害 ライセンサーの免責事項（知財補償条項）の検討
第三者による侵害 第三者の侵害排除のための協働事項の検討
発明の不保証 発明の有効性・実施可能性についての不保証の検討
製造物責任 製造物責任を問われた場合のライセンサーの免責事項の検討

原材料・部材・部品の購入 ライセンシーに対する原材料・部材・部品の購入義務の検討
競合品、競合技術 ライセンシーによる競合品、競合技術の取り扱いの検討

関連発明及び改良技術 ライセンシーによる改良発明があった場合の改良発明の定義と取り扱いの検討
最恵待遇 ライセンシーに対する最恵待遇の検討
解約・解除 実施態様、地域、期間の検討
譲渡等の禁止 契約上の地位・権利に対する譲渡・移転・担保提供等の禁止（Change of Control条項含む）の検討
損害賠償 損害賠償責任の事由、範囲等の規定の円筒
裁判管轄 自社にとって利便性の高い裁判所（自社の本店所在地を管轄する地方裁判所など）の規定の検討
存続条項 本契約終了後も効力を存続させる条項の検討
完全合意 本契約内容と相違する部分に効力を有しない条項の検討
協議事項 個別協議の場を想定した協議事項の検討
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図表 58 各プロセスにおける支援企業の参加結果 

 

*マッチング希望数（延べ） 
 
各プロセスにおいて、応募した中小企業等が次のプロセスへ進まなかった理由と今後の

対応案を下表に示す。 
 

図表 59 プロセス別の今後の対応案 
プロセス 次へ進まなかっ

た企業数 

主な理由 今後の対応案 

声かけ 300社以上  企業との連携・技術マッチ

ングに興味がない 

 本事業の趣旨・有用性が理

解できない 

 中小企業等が参画すること

によるインセンティブを説

明 

→マッチング結果によるビ

ジネス拡大の可能性、実績の

紹介 

 レポートの使い方（企業分

析、競合調査への応用等）の

説明 

 中長期におけるマッチング

の重要性を説明 

関心あり 43社  本事業に参画するだけの工

数が確保できない 

 レポート・マッチングの有

 レポートを用いなかった際

の工数や品質、メリット・デ

メリットの比較（企業分析や

次のステップへ進まなかった主な理由

声掛け 関心あり レポート作成・説明 NDA締結・議論継続マッチング
ディスカッション

マッチング候補選定

300社超

7件*

 興味がない
 趣旨・有用性が理
解できない

 工数が確保でき
ない

 有用性・使い方が
理解できない

 マッチング希望企
業がない(「レポー
トで満足」含む)

 工数が確保でき
ない

 先方へのパスが
ない

 先方よりお断りさ
れた

 先方へ提案内容
が刺さらない

 ビジネスとして成
り立たない

144社

101社
92件*

32件*
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プロセス 次へ進まなかっ

た企業数 

主な理由 今後の対応案 

用性・使い方が理解できな

い 

競合調査、マッチング使った

業務を自社で実施しようと

した時の工数） 

レポート作

成・説明 

9件* 

*延べ数 

 マッチング希望企業がない 

 自社のマッチングに割くだ

けの工数が確保できない 

 自社のマッチングに対する

戦略・目的が不明確なため、

結果としてレポートの結果

が曖昧 

→結果として有用なレポー

トとはならない 

 レポート作成にあたって、マ

ッチングディスカッション

を見据えた企業戦略・目的を

確認する 

 自社でマッチング候補を選

定する場合のデメリットを

説明 

マッチング

候補選定 

60件* 

*延べ数 

 先方より打合せ実施をお断

りされた 

→注力領域の対象外である 

→繁忙期であるため、検討

する時間がない 

→中小企業等の提案イメー

ジが興味を引く内容ではな

い 

 選定した企業が目的を満た

すものではない 

→自社ではコンタクトしな

い大企業やネームバリュー

を選定 

 企業選定にあたって、中小企

業等の目的に沿った企業に

なっているか確認する 

 企業にアポイントを取る際

に提案イメージ（課題仮設、

ソリューション、技術的魅力

のアピール）を固め、先方が

興味を引く（検討に値する）

内容とする 

マッチング

ディスカッ

ション 

25件* 

*延べ数 

 先方へ提案内容が刺さらな

い 

 先方の検討中でストップし

ている 

 提案書に必要な要素（目的、

課題仮設、ビジネスモデル、

提案を採用するメリット等）

を作りこむ 

→ノウハウを持った企業の

支援推奨 
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⑤ マッチングディスカッションに関するアンケート結果 
本事業ではマッチングディスカッションまで進んだ企業にレポートとマッチングディス

カッションに関するアンケートを取っている。そのうちマッチングディスカッションに関

する結果を下図に示す。 
図表 60 マッチングディスカッションに関するアンケートの設計 
項目 設計 

調査対象者 レポート説明を終えたすべての企業 
調査方法 アンケート票を対象企業へメールにて送受信 
調査実施時期 平成 30年（2018）3月 1日～3月 30日 
有効回収数 12件 

集計分析上の留意点 

 回答結果の割合（％）は、有効サンプル数に対して、それぞれの回

答者数の割合を小数点以下第 2位で四捨五入。そのため単数回答
（複数の選択肢の中から 1つの選択肢を選ぶもの）であっても、合
計値が 100.0％にならない場合がある。 

 複数回答（複数の選択肢の中から 2つ以上の選択肢を選ぶもの）の
設問の場合、回答は選択肢の有効回答数に対して、それぞれの割合

を示しているため、合計が 100.0％を超える場合がある。 
 図表の「SA」表記は単数回答の設問、「MA」表記は複数回答の設
問を示している。 

 図表の「Ｎ」表記は回答者数を示している。 
 
今回のマッチング支援は、9割以上が「大変満足」または「満足」と回答している。満足

と思う点については、レポート内容に関する意見が多くなっている。 
図表 61 マッチング支援に関する満足度 

 

大変満足

5件
42%

満足

6件
50%

不満

1件
8%

大変不満

0件
0%

設問1今回のマッチング支援全体の満足度 設問2マッチング支援が満足だと思う理由

N＝12

90.9% 3件

81.8% 3件

72.7% 5件

72.7% 3件

36.4% 2件

36.4% 1件

9.1% 1件

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

レポートの内容や説明が分かりや

すく有用であった

マッチング候補とのアポ取りなど支

援プロセスが円滑であった

レポートを通して自社の経営課題

を把握することができた

効率的にマッチングの可能性が高

いビジネスパートナーを探すことが

できた

マッチングディスカッション当日の

サポート、プレゼン資料作成支援

が充実していた

自社の知的財産の活用方法につ

いて十分に検討する機会が得られ

た

マッチングの可能性は低いものの

新たなネットワークを構築すること

ができた

その他

N＝5

 マッチング候補とのア
ポ取りなど支援プロセ
スが円滑ではなかった



57 
 

マッチング支援の満足度について企業分類別、部門別ともに偏りなく回答されている。 
図表 62 マッチング支援に関する企業分類別・部門別満足度 

 
 
満足度だと思う理由について、「中小企業」は支援プロセスが円滑だった点の回答が

多くなっている。 
図表 63 マッチング支援に関する企業分類別・部門別満足度の理由 

 
  

50.0%

40.0%

50.0%

50.0%

0.0%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベンチャー

企業

（n=2）

中小企業

（n=10）

大変満足 満足 不満 大変不満

37.5%

50.0%

100.0%

62.5%

50.0%

0.0%

12.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層

(n=9)

知財部門

(n=2)

企画・営

業部門

(n=1)

大変満足 満足 不満 大変不満

クロス分析① マッチング支援全体の満足度×企業分類 クロス分析②マッチング支援全体の満足度×部門別

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類

クロス分析③ 満足だと思う理由×企業分類 クロス分析④満足だと思う理由×部門別

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類

50.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

22.2%

11.1%

0.0%

44.4%

22.2%

33.3%

11.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

レポートの内容や説明が分かりやすく有用

であった

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

マッチング候補とのアポ取りなど支援プロ

セスが円滑であった

マッチングディスカッション当日のサポー

ト、プレゼン資料作成支援が充実していた

効率的にマッチングの可能性が高いビジネ

スパートナーを探すことができた

マッチングの可能性は低いものの新たな

ネットワークを構築することができた

その他

ベンチャー企業

（n=2）
中小企業

（n=9）

37.5%

25.0%

25.0%

75.0%

50.0%

75.0%

0.0%

12.5%

50.0%

0.0%

50.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

レポートの内容や説明が分かりやすく有用

であった

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

マッチング候補とのアポ取りなど支援プロ

セスが円滑であった

マッチングディスカッション当日のサポー

ト、プレゼン資料作成支援が充実していた

効率的にマッチングの可能性が高いビジネ

スパートナーを探すことができた

マッチングの可能性は低いものの新たな

ネットワークを構築することができた

その他

経営層

(n=8)
知財部門

(n=2)
企画・営業部門

(n=1)
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（４）まとめ 
① レポートの有効性 

 レポートの有効性について、パートナー候補企業を選定する上では大変有効なツールで

あることが実証できたと考えている。その教訓を下図にまとめた。戦略策定の段階からマッ

チング候補企業の選定の段階では、リソースの少ない中小企業等にとっては、レポートによ

ってマーケティングコストを節約し、提携先を簡易にロングリスト、ショートリストできる

ことは大変有用であるとの声が多かった。 
 次のアポ取りやマッチングディスカッション準備の段階でも、「特許庁のレポート」とい

う一種の信用供与機能として、また、マッチング候補企業にどのような提案をすべきかのた

たき台の情報としてレポートが機能したため、アポ取りと内部検討のひと手間が短縮でき

たと考えられる。 
 一方で、マッチングディスカッションの場では、パートナー候補企業のマッチング対象特

許の数は膨大であり、関与した技術者の人数が多く、大企業内での照会を依頼した際には①

数人以上の照会・説明の手間が発生、②大規模な研究所に在籍する個別の技術者はビジネス

マッチングにあまり関心がないと思われた、といったことから個別特許に紐づけたマッチ

ング依頼はあまり機能しなかった。また、アポが取れた先のパートナー候補企業の担当者は

あくまで一次受けの役割であるため、技術よりは①まずは会社同士として付き合えるか、②

そのうえで中小企業等の提案内容に興味が持てるか、③適切と思われる部署に振られた際

にさらに興味を持ってくれるか、というハードルがあるため、マッチングディスカッション

の際にはレポートの有効性は低かった。 
 

図表 64 レポートの有効性のまとめ 

 

 品質の高い戦略助
言を獲得可能

 フィーがそれなりに
高額

 マッチングの可能性
の高い候補選定が
可能

 フィーがそれなりに
高額

 提案内容さえ良けれ
ばアポ取り成功率は
ほぼ100%*2

 現時点アポ取り成功
率は50%*1

 高い確率でマッチン
グ・継続検討可能
→30～40%*2

外部コンサルも活用

*1：2/26時点①（日程調整中+日程確定+MD実施）:23件/①+取り下げ件数：23件=23/46から算出、*2：コンサルティング会社が提案す
る場合の経験値

戦略策定

マッチング

企業候補選定

ディスカッション

準備・提案打診

マッチング

ディスカッション

 現状・課題整理
 目的の明確化

 目的に沿った企業候補
整理

 ビジネスモデルのイ
メージ

（先方企業にとって）
 提案企業の信用
 当社である根拠の明確
化

 先方企業の課題・懸念
にヒットするか

 事業化の諸条件が明
確か

検討が効率化
 技術・業界動向の把握が容易
 目的が予めパターン化され、戦
略策定の検討が容易

 一方で「使いこなし」は課題

検討が効率化

 企業候補が類型別に一覧化さ
れ、検討が容易

 提案機会検討の効率化
 一方で「使いこなし」は課題

 「レポートに御社の名前が出て
きたため」ではアポは取れない

 ライトパーソンへの紹介者が必
要

 先方企業の課題・懸念を整理す
るための取っ掛かり情報として
は活用可能

 どんなビジネスを一緒に創るか
の「洗練された提案」が必要

効果

高

効果

高

効果

低

効果

低

 属人的

 既存コネクショ
ン

 先方相談ベース
での企業選定

 提案先が狭く
(購買部やR&D
等) 、新規事業
となりにくい

 アポ取り成功率
は不透明
→縁故なら高い
が飛び込みは
ほぼうまくいか
ない

ポイント
中小企業・VBのみ
レポートあり

中小企業・VBのみ
レポートなし
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② 今後の課題と提言 
 今年度事業で明らかになった課題と考察、検証すべき事項を下図に整理した。結論として

は、レポートの改良はすでに十分な域に達していると考えられるが、マッチングディスカッ

ションにはさらなる工夫が必要である。 
 
【レポートに関する課題】 
 レポートの改良については有識者等からも指摘があったように、辞書整備によるキーワ

ード揺れの解消や、コメント機能といった改良に関しては実施すべきと考えられるが、コス

トアップの問題がつきまとう。また、キーワードを数回調整できるようにすべきとの指摘も

あったが、これはレポート作成する調査会社のビジネスモデルの設計次第である。 
 また、上記改良点はコストとともに時間のかかることであり、すぐの対応は難しいかもし

れないが、レポートの使いこなし方のガイドラインを作成してレポート作成の際に役立て

ることは時間をかけずにできることであると思われる。 
 
【マッチングディスカッションについての課題】 
 マッチングディスカッションは、大いに改善の余地があると考えられる。すなわち、今年

度事業の結果からも、ビジネスコンサルタントの視点からしても、1社 1社の提案内容をか
なり洗練してからパートナー候補企業へのプレゼンテーションに臨む必要がある。今年度

事業では「レポートの有効性の実証」に力点が置かれていたために、レポート作成とマッチ

ングディスカッションに臨む企業数を多めに確保する必要があり、必然的に 1 社 1 社の提
案の質を高めるためにかけられるリソース（人員、時間）は多くなかったが、効率的にマッ

チングディスカッションまで進めるやり方は整備することができた。 
 通常のビジネスコンサルティングの提案では、提案先企業の課題を徹底的にリサーチし、

それを解決するための解決策を何度も議論して提案資料は数十枚以上になり、プレゼンテ

ーションも入念に準備して本番の提案の会議体に臨むことが普通である。そのための基礎

資料の一部としてマッチングレポートを活用することは可能と考えられるが（技術動向の

把握、競合の把握・発見）、いずれにしろ提案の質を可能な限り高めることができれば、ア

ポ取りの成功率や提案が通る確率も高い。 
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図表 65 今後の課題とさらなる検証が必要な事項 

 

 
【今後への提言】 
 本事業における特徴は、中小企業等目線での企業マッチングの可能性を示したことであ

る。近年オープンイノベーションの文脈で分野・業界の垣根を超えた企業間連携・共同開発

が求められているが、これまでマッチングビジネスは資金力のある企業が技術力のある企

業を活用する、といった目線になることが多かった。本事業は中小企業等からも企業マッチ

ングを仕掛けることが可能であることを示唆しており、企業の大小関係なくオープンイノ

ベーションを加速させる取り組みとなる可能性がある。 
現段階は実証事業であり、中小企業等への伴走支援が必要な状況であるが、この仕組みに

おける種々の課題を解決し、中長期的に中小企業等が助走・自走するようなスキームを構築

できれば、自然と企業間交流・提携が活発化し、革新的な技術・サービスの創出と日本企業

の競争力強化につながると考える。 
 今後の施策検討にあたっては、今年度の足元の課題に対処する短期的な提言と、実証が一

通り終了したあとの中長期的な提言に分けて記載した。 
アンケート結果からもわかる通り、レポートの作成自体は好意的に受け止められており、

マッチングでも満足度の高さが窺えた。レポートの作成にかかるコストの補助や、マッチン

グディスカッションの支援にかかる労力の軽減や経験不足の補完といった支援メニューが

あり得ると考えられる。 
  

レポート
作成

マッチング
ディス
カッション

基本的なレポート作成方法

の構築

 レポート作成の際の企

業との一通りのやり取り

の仕方

 フィルターの仕方、ABC
分析

 レポートの説明方法

マッチングディスカッション

までの基本的なプロセスの

構築

 効率的・効果的なアポ

取りの段取り

 アポ取り先の絞り込み

（現場系×、新事業開

発系○）

29年度事業で「できたこと」

1. レポートの使いこなし方のガイドラインを作成
して、ガイドラインに基づき戦略的にレポート

を作成

2. 例えば50社でレポートを作成し、レポート作
成時の理解を深めることで、レポート自体の

アンケート結果が改善するかを検証

3. 50社に対するレポート説明のために、レポー
トの読み方ガイダンスを作成して説明の要/
不要を振り分け

1. H29年度事業で時間切れとなった企業、上
記ガイドラインでマッチングまで辿り継いだ有

望な企業10社程度を継続かつ集中フォロー

2. ①レポート作成企業5社、②戦略的レポート
作成企業5社でマッチングの確度に差がある
かを検証

3. レポート作成からマッチングまで通しで参加
した企業をサンプルとして、ビジネスマッチン

グまでの経緯を追跡調査して経緯や課題を

分析

次年度事業で検証すべき事項

 レポートの使いこなし方を事前に説明してからレ

ポートを作成すべきだということがわかった（本業強

化、横展開、競合調査など）

 中小企業・VB側担当者は事業戦略を考えている担
当者がベター

 パートナー候補先企業の絞り込み方が、単に「行き

たいところ」でしかなく、レポートの分析があまり活

用されていなかった

 数を捌くことにリソースを取られ、中小企業・VBの
提案内容をよく精査できず、刺さらない提案が多

かった

 結果としてマッチング件数が少なく、後のフォロー内

容の検証ができていない

 マッチングディスカッションまでの段取りや留意点の

提示、フォローもシステマティックなレベルには到達

していない

29年度事業で「できなかったこと」
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図表 66 今後への提言 
時間軸 内容 

短期 

今年度の足元の課題への対処を主眼 

 レポートの使いこなし方のガイドラインを作成する 

 レポート作成からマッチングディスカッションに臨む企業数を減らし、密度を高めて支

援を実施し、その手法をマニュアル化すべき 

中長期 

実証が一通り終了したあとの絵姿をイメージ 

 レポートの作成：コストの補助、レポート作成会社の特許庁HPへの掲載 

 マッチングディスカッション：有効なツール（提案書のひな型など）の提供、産業振興

機関のコーディネーター向けの支援ガイドラインの作成 
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第５章 巻末資料 
（１）事業概要説明資料 
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（２）改善前のレポート 

 

 



65 
 

 

 



66 
 

 

 



67 
 

 

 



68 
 

 

 



69 
 

 

 



70 
 

 
  



71 
 

（３）改善後のレポート 
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（４）アンケート帳票 
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（５）アンケート回答結果 

 

 
 

ベンチャー企業

18件
25%

中小企業

53件
75%

回答企業の企業分類

回答数：71件

回答企業の担当者

経営層

43件
61%

知財部門

13件
18%

技術部門

5件
7%

企画・営業部門

10件
14%

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

回答数：71件
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ベンチャー企業

2件
17%

中小企業

10件
83%

回答企業の企業分類

N＝12

回答企業の担当部門

・「ベンチャー企業」：設立年が2001年以降の企業
・「中小企業」：設立年が2000年以前の企業

経営層

9件
75%

知財部門

2件
17%

技術部門

0件
0%

企画・営業部門

1件
8%

N＝12

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類

有効である

23件
32%

どちらかといえば

有効である

33件
47%

どちらかといえば有

効ではない

10件
14%

有効ではない

5件
7%

N＝71件（SA）

設問1技術レポートの有効性 設問2技術動向レポートが有効だと思う点

67.9% 38件

50.0% 28件

50.0% 28件

44.6% 25件

21.4% 12件

19.6% 11件

8.9% 5件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

当該分野の主要プレイヤーの動向

を把握することができる

自社で考えた市場分析を客観的に

裏付けることができる

自社の事業戦略検討時の判断材

料の一つとして活用できる

当該分野の公開特許情報が整理

されており一目で把握できる

当該分野のトレンド技術を把握でき

る

非公開の同業他社の動きを察知で

きる

その他

N＝56件（MA）
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27.8%

34.0%

50.0%

45.3%

11.1%

15.1%

11.1%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベンチャー

企業

(n=18)

中小企業

(n=53)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

クロス分析① 技術レポートの有効性×企業分類 クロス分析② 技術レポートの有効性×部門別

39.5%

30.8%

0.0%

20.0%

44.2%

46.2%

80.0%

40.0%

9.3%

23.1%

20.0%

20.0%

7.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層

(n=43)

知財部門

(n=13)

技術部門

(n=5)

企画・営

業部門

(n=10)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

71.4%

35.7%

28.6%

35.7%

14.3%

14.3%

21.4%

66.7%

54.8%

47.6%

54.8%

21.4%

23.8%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

当該分野の主要プレイヤーの動向

を把握することができる

自社で考えた市場分析を客観的に

裏付けることができる

当該分野の公開特許情報が整理さ

れており一目で把握できる

自社の事業戦略検討時の判断材料

の一つとして活用できる

非公開の同業他社の動きを察知で

きる

当該分野のトレンド技術を把握でき

る

その他

ベンチャー企業
(n=14)

中小企業
(n=42)

クロス分析③ 有効だと思う点×企業分類 クロス分析④ 有効だと思う点×部門別

77.8%

50.0%

41.7%

52.8%

16.7%

13.9%

8.3%

60.0%

50.0%

50.0%

40.0%

50.0%

60.0%

10.0%

25.0%

75.0%

25.0%

0.0%

0.0%

25.0%

25.0%

50.0%

33.3%

50.0%

83.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

当該分野の主要プレイヤーの動向

を把握することができる

自社で考えた市場分析を客観的に

裏付けることができる

当該分野の公開特許情報が整理さ

れており一目で把握できる

自社の事業戦略検討時の判断材料

の一つとして活用できる

非公開の同業他社の動きを察知で

きる

当該分野のトレンド技術を把握でき

る

その他

経営層

(n=36)
知財部門

(n=10)
技術部門

(n=4)
企画・営業部門

(n=6)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）
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設問3技術レポートが有効ではないと思う点

分類 「その他」の内容

分析に関して

 大手中心の概略データ（光触媒といっても様々な
技術があるのにそれを大くくりした特許件数）を見
ても、特に何らかの”気づき”にはつながりにくい
ように思う。

 特許内容への踏み込んだプロセスがない。
 今回はマッチング先の情報だけが欲しかった。
 既知の情報であった

キーワードに
関して

 キーワードの設定が誤っていたため分野が違っ
てしまった。

 分析としては面白いが、その先の一手には繋が
らない米国の特許が含まれないのは致命的。

回答数：6件

60.0% 9件

60.0% 9件

46.7% 7件

26.7% 4件

20.0% 3件

6.7% 1件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

その他

自社の事業戦略検討時の判断材

料としての活用は難しい

自社で考えた市場分析とかけ離れ

ている

自社のエンジニアが本来求めてい

る情報とは一致しない

当該分野のトレンド技術に関する情

報が不足している

同業他社に関する情報が不足して

いる

N＝15件（MA）

25.0%

50.0%

75.0%

25.0%

50.0%

75.0%

54.5%

45.5%

45.5%

0.0%

9.1%

54.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

自社のエンジニアが本来求めてい

る情報とは一致しない

自社で考えた市場分析とかけ離れ

ている

自社の事業戦略検討時の判断材料

としての活用は難しい

同業他社に関する情報が不足して

いる

当該分野のトレンド技術に関する情

報が不足している

その他

ベンチャー企業

(n=4)
中小企業

(n=11)

クロス分析⑤ 有効だと思わない点×企業分類 クロス分析⑥ 有効だと思わない点×部門別

71.4%

14.3%

28.6%

14.3%

28.6%

42.9%

66.7%

66.7%

100.0%

0.0%

33.3%

100.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

75.0%

75.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

自社のエンジニアが本来求めてい

る情報とは一致しない

自社で考えた市場分析とかけ離れ

ている

自社の事業戦略検討時の判断材

料としての活用は難しい

同業他社に関する情報が不足して

いる

当該分野のトレンド技術に関する情

報が不足している

その他

経営層

(n=7)
知財部門

(n=3)
技術部門

(n=1)
企画・営業部門

(n=4)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）
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62.3% 33件

49.1% 26件

41.5% 22件

30.2% 16件

11.3% 6件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

パートナー候補について情報が整

理されており、自力で探す手間が

省ける

自社の事業戦略検討時の判断材

料として活用できる

業界動向調査について把握できる

同業他社の動きを察知できる

その他

有効である

22件
31%

どちらかといえば有効で

ある

31件
44%

どちらかといえば

有効ではない

12件
17%

有効ではない

6件
8%

設問4マッチングレポートの有効性 設問5マッチングレポートが有効だと思う点

N＝53件（MA）N＝71件（SA）

22.2%

34.0%

50.0%

41.5%

16.7%

17.0%

11.1%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベンチャー

企業

(n=18)

中小企業
(n=53)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

37.2%

30.8%

20.0%

10.0%

44.2%

30.8%

60.0%

50.0%

14.0%

23.1%

20.0%

20.0%

4.7%

15.4%

0.0%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層

(n=43)

知財部門

(n=13)

技術部門
(n=5)

企画・営業部門

(n=10)

有効である どちらかといえば有効である

どちらかといえば有効ではない 有効ではない

クロス分析⑦ マッチングレポートの有効性×企業分類 クロス分析⑧ マッチングレポートの有効性×部門別

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）
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69.2%

38.5%

23.1%

30.8%

15.4%

60.0%

42.5%

32.5%

55.0%

20.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

パートナー候補について情報が整

理されており、自力で探す手間が

省ける

業界動向調査について把握できる

同業他社の動きを察知できる

自社の事業戦略検討時の判断材

料として活用できる

その他

ベンチャー企業

(n=13)
中小企業

(n=40)

クロス分析⑨ 有効だと思う点×企業分類 クロス分析⑩ 有効だと思う点×部門別

65.7%

40.0%

28.6%

48.6%

11.4%

62.5%

75.0%

37.5%

50.0%

62.5%

25.0%

50.0%

50.0%

25.0%

25.0%

66.7%

0.0%

16.7%

66.7%

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

パートナー候補について情報が整

理されており、自力で探す手間が

省ける

業界動向調査について把握できる

同業他社の動きを察知できる

自社の事業戦略検討時の判断材

料として活用できる

その他

経営層

(n=35)
知財部門

(n=8)
技術部門

(n=4)
企画・営業部門

(n=6)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

50.0% 9件

38.9% 7件

33.3% 6件

22.2% 4件

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

概ね既知の企業であり新規開拓をし

ようにも新鮮味がない

その他

想定しているマッチング候補とかけ離

れている

抽出されたキーワードが特許情報に

則していない

大学等のマッチング候補として想定さ

れない企業が含まれている

マッチング候補としては規模が小さす

ぎる企業が含まれている

N＝18件（MA）

設問6マッチングレポートが有効ではないと思う点

分類 「その他」の内容

キーワードに
関して

 既に取得している情報が多かった

マッチングに
関して

 おそらくマッチングで紹介されても一方的に情報
収集されるのみで商談には繋がりにくいと予想さ
れた

回答数：4件
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40.0%

80.0%

40.0%

60.0%

53.8%

15.4%

15.4%

30.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%

概ね既知の企業であり新規開拓を

しようにも新鮮味がない

想定しているマッチング候補とかけ

離れている

抽出されたキーワードが特許情報

に則していない

その他

ベンチャー企業

(n=5)
中小企業

(n=13)

クロス分析⑪ 有効だと思わない点×企業分類 クロス分析⑫ 有効だと思わない点×部門別

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

50.0%

16.7%

11.1%

16.7%

38.9%

5.6%

5.6%

11.1%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

16.7%

11.1%

0.0%

5.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

概ね既知の企業であり新規開拓を

しようにも新鮮味がない

想定しているマッチング候補とかけ

離れている

抽出されたキーワードが特許情報

に則していない

その他

経営層

(n=8)
知財部門

(n=5)
技術部門

(n=1)
企画・営業部門

(n=4)

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類

ある

40件
57%

ない

30件
43%

設問7 公的・金融機関等実施のﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ参加経験 設問8-① 過去に参加したﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄの満足度

N＝71件（SA）

大変満足

2件
5%

満足

18件
44%

不満

21件
51%

大変不満

0件
0%

N＝40件（SA）
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設問8-② 過去に参加したｲﾍﾞﾝﾄが満足だった理由 設問8-③ 過去に参加したｲﾍﾞﾝﾄが不満足だった理由

分類 「その他」の内容

マッチングの
成果に関して

 今まで参加したイベントで具体的につながったもの
がない。（我々の努力不足もあると思いますが）

 マッチング先が見つからなかった
 事業提携や販売など、実質的な成果になかなか結
びつかない

 何度かマッチングイベントに参加したが成果につな
がっていないため

 参加者の技術分野が多岐にわたっているため、自
社技術にマッチするニーズや企業の割合が全体の
参加者に比べて少ない。

 PRする事柄と来場企業が求めることが十分に合致
していないことが多く、実施することに意味があると
いう視点でのイベントが多いから。

 狙った形のマッチング相手と出会える確率が小さい
 ひとつの案件として受注または共同プロジェクト発
足といった成果まで到達するのが困難。必要とする
側、される側の間に立つ組織の個別対応力が求め
られていると感じる。

 同族企業であった場合、オーナー一族の考え方や
性格にも依存するが、その点について考慮されてい
ない。

マッチングの
支援内容に
関して

 これまでは親身でなく、フォローアップもなされな
かった。

 大企業とのマッチングよりも、ベンチャー企業とマッ
チングしたほうが面白い。

 プレゼン時間が短すぎる。せめて10分はほしい。

分類 「その他」の内容

知財の分析に
関して

 知財ビジネス評価書を作成して頂きました。特許
の強み、問題点を冷静に判断する材料として有
効でした。

 スキルの高い担当者による周到な事前事後の調
査準備

業績に関して

 サンプル販売等につながっている。
 金融機関から勧誘されたマッチングイベントに参
加し、具体的に製品販売に繋がった

 結果的にそこで出会った企業から投資を受けら
れたため。

マッチングに
関して

 マッチングで世の動向と弊社の方針の乖離がな
いことを確認できる。

 普段アプローチしづらい企業へアプローチできる。
 単独ではコンタクトが難しい企業や業界との商談
を進めることができたため。

 実際にコンタクトを取っている企業が上位にランク
インしており、客観的にも相性が良いことが確認
できたため。

 具体的な対象がある場合のみイベントに参加す
るので、一定の成果を得られるから。

回答数：10件 回答数：12件

設問9 今回のマッチング支援が有料の場合利用するか。

分類 回答理由

利用したいと思
う理由

 その他の技術動向レポートのみを10万円程度の
有料でも利用したい

 明らかに良い機会、企業出会いの場と思う。
 調査後に先方企業との橋渡しもしていただけるの
は、非常に魅力的と思う。

利用したいと思
わない理由

 今回キーワードを多くしたことにより漠然とした結
果になってしまったのかもしれない。もっと絞った
検索が必要な気がする。

 キーワードに重要度などの係数を掛け合わせた
方がいいと思う。

 ニーズにマッチしたもの・こと・手段などの新規創
造を引っ張るものがほしい。

 商用ＤＢでもある程度の調査は自前で可能なた
め

価格に関して

 価格については、公的支援があれば有難いです
し、仮に公的支援がなくても相手企業とのコンタク
トまで行うなら、それなりに出す価値はあると思う。
ただし、最初は誰でも特許を使ったマッチングの
有効性に半信半疑なので、いきなり10万といった
価格が示されると、引いてしまうと思う。

 有料であれば、調査内容を絞込む必要がある。

回答数：7件

48.6% 34件

14.3% 12件

15.7% 10件

10.0% 7件

4.3% 3件

4.3% 3件

2.9% 2件

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

公的支援があれば利用する

不明・無回答

その他

利用しない

自費でも技術動向レポート及びマッ

チングレポートの両方を利用する

自費でも技術動向レポート又はマッ

チングレポートのいずれかが５万円

以下の場合、片方を利用する

自費でも技術動向レポート及びマッ

チングレポートの両方で５万円以下

の場合利用する

N＝71件（SA）
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大変満足

5件
42%

満足

6件
50%

不満

1件
8%

大変不満

0件
0%

設問1今回のマッチング支援全体の満足度 設問2マッチング支援が満足だと思う理由

N＝12

90.9% 3件

81.8% 3件

72.7% 5件

72.7% 3件

36.4% 2件

36.4% 1件

9.1% 1件

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

レポートの内容や説明が分かりや

すく有用であった

マッチング候補とのアポ取りなど支

援プロセスが円滑であった

レポートを通して自社の経営課題

を把握することができた

効率的にマッチングの可能性が高

いビジネスパートナーを探すことが

できた

マッチングディスカッション当日の

サポート、プレゼン資料作成支援

が充実していた

自社の知的財産の活用方法につ

いて十分に検討する機会が得られ

た

マッチングの可能性は低いものの

新たなネットワークを構築すること

ができた

その他

N＝5

 マッチング候補とのア
ポ取りなど支援プロセ
スが円滑ではなかった

50.0%

40.0%

50.0%

50.0%

0.0%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベンチャー

企業

（n=2）

中小企業

（n=10）

大変満足 満足 不満 大変不満

37.5%

50.0%

100.0%

62.5%

50.0%

0.0%

12.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層

(n=9)

知財部門

(n=2)

企画・営

業部門

(n=1)

大変満足 満足 不満 大変不満

クロス分析① マッチング支援全体の満足度×企業分類 クロス分析②マッチング支援全体の満足度×部門別

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類
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クロス分析③ 満足だと思う理由×企業分類 クロス分析④満足だと思う理由×部門別

・「ベンチャー企業」：設立年数が10年未満の企業（2008年～2017年）
・「中小企業」：設立年が2010年以前の企業（～2007年）

※レポート説明に参加された方の所属または役職で分類

50.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

22.2%

11.1%

0.0%

44.4%

22.2%

33.3%

11.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

レポートの内容や説明が分かりやすく有用

であった

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

マッチング候補とのアポ取りなど支援プロ

セスが円滑であった

マッチングディスカッション当日のサポー

ト、プレゼン資料作成支援が充実していた

効率的にマッチングの可能性が高いビジネ

スパートナーを探すことができた

マッチングの可能性は低いものの新たな

ネットワークを構築することができた

その他

ベンチャー企業

（n=2）
中小企業

（n=9）

37.5%

25.0%

25.0%

75.0%

50.0%

75.0%

0.0%

12.5%

50.0%

0.0%

50.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

レポートの内容や説明が分かりやすく有用

であった

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

レポートを通して自社の経営課題を把握す

ることができた

マッチング候補とのアポ取りなど支援プロ

セスが円滑であった

マッチングディスカッション当日のサポー

ト、プレゼン資料作成支援が充実していた

効率的にマッチングの可能性が高いビジネ

スパートナーを探すことができた

マッチングの可能性は低いものの新たな

ネットワークを構築することができた

その他

経営層

(n=8)
知財部門

(n=2)
企画・営業部門

(n=1)
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